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1. 総則 

1.1 目的 
・ 本ハンドブックは、「宇宙機一般試験標準」（JERG-2-130）における衝撃試験を実施する際

の考え方を解説したものであり、JERG-2-130 をテーラリングする際の指針として活用さ

れることを想定している。 
・ 本ハンドブックには、宇宙機の地上での衝撃試験の目的、予測解析手法、実施方法、使用

する設備、計測技術、結果の評価から構成されており、海外の動向を反映し、また JAXA 
の宇宙機開発プログラムにおいて得られた音響試験の経験、知見及び研究開発の成果を積

極的に取り入れている。本ハンドブックに言及されていない知見や技術については、今後、

内容を検討のうえ積極的に反映していくものとする。 
 

1.2 参考文書 
参考文書を下記に示す。 
 

1.2.1 宇宙航空研究開発機構（JAXA）文書 
(1) JERG-2-130A 宇宙機一般試験標準 

 

1.2.2 海外の規格等 
(1) MIL-STD-798 Nondestructive Testing, Welding, Quality Control, Material Control and 

Identification and Hi-shock Test Requirements for Piping System Components for Naval 
Shipboard Use, Dec16, 1965 

(2) MIL-STD-798-notice1 Change Notice 1, Nov 27, 1968 
(3) MIL-STD-798-notice2 Validation, Feb 29, 1988 
(4) MIL-S-901D Shock Tests. H.I. (High-Impact) Shipboard Machinery, Equipment, and 

Systems, Requirements for (active/current), Mar 17, 1989 
(5) NASA-STD-7003 Pyroshock Test Criteria, NASA, May 18, 1999 
(6) IEST-RP-DTE032.1 Pyroshock Testing Techniques, IEST, Sep 2002 
(7) Guidelines for Dynamic Data Acquisition and Analysis, Allan G. Piersol, Journal of the IES 

Sep-Oct 1992 
 

1.2.3 その他参考文書・文献 
Appendix. A にリストを示す。 
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1.3 用語・略語の定義 
1.3.1 用語 

(1) G 
重力加速度の単位、1.0 G = 9.807 m/s2 

(2) SRS：shock response spectrum（衝撃応答スペクトル） 
ある加速度が 1 自由度振動系に入力された時の加速度応答 の“絶対値”の最大ピー

ク値を周波数ごとに求めたもの 
 ・正側 SRS：上記 の“正”の最大ピーク値を周波数ごとに求めたもの 
 ・負側 SRS：上記 の“負”の最大ピーク値を周波数ごとに求めたもの 

(3) S/N 比 
signal-to-noise ratio：信号と雑音の比率 

(4) アンチエリアジング 
周波数解析時の折り返し誤差を防ぐため、ローパスフィルタを通して高周波数成分を

除去すること 
(5) ウェーブレット変換 

信号の分解・合成手法の一つ。基底関数として、ウェーブレット関数を用いる 
(6) クリッピング 

信号のある値以上（以下）が切られること 
(7) 計測トリガ 

計測開始のきっかけとする信号 
(8) コンポーネント、ユニット 

宇宙機システム又はサブシステムの一部の機能を有するものであって、いくつかの部

品、デバイス及び構造体を組み合わせたもの。なお、本文中ではコンポーネントと統

一して記載する。 
(9) サチレーション 

計測器の計測最大限度まで達している状態 
(10) サブシステム 

サブシステムは、2 つ以上のコンポーネント並びにそれらを取り付ける為に必要な支

持構体及び相互に接続しているケーブル又は配管により組み立てられたものである。

サブシステムは、規定された機能を実現する為、機能的に関係したコンポーネントか

ら構成される。代表的な宇宙機のサブシステムは、バス系として電力系、姿勢制御系、

テレメトリ・コマンド系、構造系、熱制御系及び推進系の機能によって分類されるも

のと、ミッション系として各ミッション機器がある。但し、必要に応じて再帰的にサ

ブシステムをシステムと設定しても良い。 
(11) サンプリング周波数 

A/D 変換する時に 1 秒間に取得する標本値の数 
(12) ゼロシフト 

衝撃負荷前に零であった加速度時系列波形の平衡点が、衝撃負荷後にシフトし零では

無くなる現象。ゼロシフトが起きているか目視で見分けが付きにくいゼロシフト現象

を、ここでは隠れたゼロシフトという。 
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(13) 耐衝撃設計マージン 
耐衝撃設計にあたり考慮すべき設計の余裕度 

(14) 爆ごう 
爆発物中を超音速で反応が伝わる現象 

(15) ベース歪感度 
加速度センサ接着面の歪みによる加速度センサの出力感度 

(16) 有効質量 
1 自由度振動系において、実際に振動している質量 

(17) 動吸振器効果 
機器の共振周波数において現れる、取付け部の反共振による振動低減効果 

(18) 機械インピーダンス 
加振力÷振動速度で求められる、振動体に対する抵抗の大きさを表す値。 
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1.3.2 略語 
 本ハンドブック内で使用する略語を以下に示す。 
－A－ A/D analog-to-digital   アナログデジタル変換 
－D－ dB Decibels    デシベル 
 DC Direct Current   直流 

dB/oct Decibels per Octave  オクターブバンドに対する変化量（dB） 
－H－ Hz Hertz    ヘルツ 
－S－ SRS Shock Response spectrum  衝撃応答スペクトラム 

S/N Signal-to-Noize   信号対雑音 
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2. 一般 

 現在のロケット、衛星等の宇宙機には、宇宙機の打上げから運用までの各ミッションにおい

て多くの火工品が使用されている。火工品は、一般的に構造物の分離（ロケットからの衛星の

分離など）、機器の展開動作（太陽電池パドル等の展開など）及び運用機器の起動（燃料バルブ

の起動など）等に使用される。宇宙機に使用される火工品の種類、取扱い上の注意事項等につ

いて、Appendix F に示す。 
 宇宙機の開発段階においては、システム、サブシステムならびにコンポーネントの火工品動

作時の衝撃環境に対する耐性及び設計の妥当性を確認するため、適切な手法で地上試験を実施

し、結果を評価することが重要である。 
 

2.1 衝撃の特徴 
衝撃の特徴として、高加速度、高周波数及び短時間が挙げられる。これらは、衝撃源の種類

や強さ、衝撃源から対象の応答点までの距離及び伝達特性（供試体の構造、コンフィギュレー

ション、ジョイント、ファスナ、その他の構造上の不連続性）に大きく依存し、変化する特徴

がある。また、同じ衝撃源（火工品等）でもその支持構造が異なると衝撃源から発生する衝撃

レベルが変動することにも注意を要する。 
多くのハードウエアの構成機器や小型コンポーネントの多くは、ランダム振動を始めとする

様々な持続的振動環境に対する耐性があっても、衝撃による不具合が生じることがあり、衝撃

試験は宇宙機の開発において重要な試験である。また、衝撃は高周波数であるため、解析によ

る検証が難しい。そのため、現実には衝撃の検証は実負荷による試験を行う以外になく、衝撃

試験はミッション成功のために非常に重要な試験である。 
衝撃試験の手法として、火工品、機械的インパクト装置、動電型加振機など様々な方法があ

るが、衝撃環境に応じてより現実に近い衝撃環境を作り出すことができる手法を十分に検討し、

選択することが重要である。 
 

2.2 衝撃環境カテゴリの定義 
本試験ハンドブックでは、衝撃の大きさと周波数範囲により、衝撃環境を 

(a) 近傍環境（near-field） 
(b) 中間環境（mid-field） 
(c) 遠方環境（far-field） 

という 3 つのカテゴリに分類する。この分類は、火工品等、衝撃負荷の種類や強度、衝撃源

と計測点の距離及び衝撃源から計測点に至るまでの間に介在する構造（ジョイント、コーナー、

集中質量及び弾性体の詳細なコンフィギュレーション）により決まる加速度のピーク値と衝撃

環境スペクトル成分によって、分類を行っている。この衝撃環境による分類はハードウエアの

設計、選択に大きな影響を及ぼす。これらの分類の詳細な定義について、以下に示す。 
 

a. 近傍環境（near-field） 
 近傍環境は、衝撃源からの直接衝撃波の伝搬が支配的な環境である。 
 加速度のピーク値が約 50,000 m/s2（5,000G）以上、100kHz までの周波数成分を含む環
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境がこの近傍環境（near-field）となる場合が多い。 
 構造上の不連続性が介在しない場合、衝撃源からの距離が約 15cm（6.0 inch）以内の部

分が近傍環境に該当する場合が多い[2-2]。 
 
b. 中間環境（mid-field） 

 中間環境は、衝撃波の波動伝搬と境界の反射波が共存し、構造の共振が連成する環境で

ある。 
 加速度のピーク値が約 10,000～50,000 m/s2（約 1,000～5,000G）で、10kHz 以上の周

波数成分を含む環境が中間環境（mid-field）となる場合が多い。 
 構造上の不連続性が介在しない場合、衝撃源から約 15～60cm（6.0～24 inch）の部分が

中間環境に該当する場合が多い[2-2]。 
 
c. 遠方環境（far-field） 

 遠方環境は、構造的な共振が支配的な環境である。 
 加速度のピーク値が約 10,000 m/s2（約 1,000G）以下、10kHz 以下の周波数成分を含む

環境が遠方環境となる場合が多い。遠方環境は中間環境の外側の部分となる。 
 

2.3 衝撃環境の規定方法 
宇宙機搭載機器の衝撃環境は、衝撃応答スペクトラム（SRS）で評価されるケースが最も一

般的である（衝撃応答スペクトラムの理論的背景については、Appendix E を参照）。 
衝撃応答スペクトラムとは、1 自由度振動系の共振周波数を、ある定められた範囲で推移さ

せ、共振周波数ごとに、当該 1 自由度系のベースに衝撃加速度が入力された際の最大加速度応

答を算出した結果として得られる周波数歴のスペクトラムである。 
衝撃環境を衝撃応答スペクトラムで評価するのは、搭載機器は一般にその共振点において機

器内部に生ずる負荷によって損傷を受けるとの考え方に基づいている。 
衝撃環境条件を規定するときの衝撃応答スペクトラムは、必ずしも機器ハードウェア内部に

実際に生じている最大応答加速度を意味しない。つまり、瞬時に負荷された時系列加速度に対

する衝撃応答スペクトラムが、衝撃環境条件で規定された衝撃応答スペクトラムと等価であれ

ば、衝撃が入力されたときの搭載機器の損傷ポテンシャル（損傷の起こりやすさ[2-1]）も等価

であるとの考え方に基いて、ベースへの衝撃入力による機器内部の負荷の度合いを相対的に評

価する指標である。そのため複数共振点を持つ機器内部の絶対的な応答加速度を算出している

ものではないことに留意しておく必要がある。 
衝撃環境条件で規定された衝撃応答スぺクトラムを満たす分割時系列加速度波形による衝

撃印加は、搭載機器の損傷ポテンシャルが等価でなくなる恐れがあるため、衝撃印加は 1 回の

瞬時負荷を基本とする（Appendix K を参照）。ただし、衝撃損傷に対して支配的なモードが単

一であることが明確な場合は、衝撃入力に対する機器内部の実応答は１自由度系と等価と捉え

ることができるため、必ずしも１回の瞬時負荷でなくてよい。 

衝撃応答スペクトラムにおける 1 自由度振動系の共振周波数としては 100～4000Hz の範囲

を考慮し、増幅率 Q としては一律 Q=10 を適用するのが最も一般的である。 
なお、時系列加速度の時刻歴のピーク値と、当該時系列加速度に対する衝撃応答スペクトラ
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ムの周波数歴のピーク値は、通常一致しない。したがって、後で述べるように、“衝撃加速度の

ピーク値”という言い方をするときには、時系列加速度のピークと衝撃応答スペクトラムのピ

－クのどちらを指しているのか、十分に注意しなければならない。 
衝撃環境条件を規定するその他の方法としては、加速度時系列波形（例えば正弦半波）の最

大振幅及び持続時間を規定する場合や、衝撃応答スペクトラムと併せて衝撃波形の負荷時間を

規定する場合もある。 
 

2.4 ランダム振動環境と衝撃環境の比較による衝撃試験省略 
コンポーネント・サブシステム衝撃試験のうち、その供試体自身が火工品等の衝撃発生源を

持たないものに限り、その供試体のランダム振動環境と衝撃環境とを比較し、前者の方が高い

衝撃損傷ポテンシャルであることが示せれば、衝撃試験は省略できる。 
2.3 項に述べたとおり、機器の衝撃環境条件は SRS で規定される。一方、ランダム環境条件

については PSD（パワースペクトル密度）にて規定される。PSD で規定されるランダム環境

条件については、SRS のように時系列ピーク値をベースとした規定方法ではないため、両者を

単純比較することはできない。ランダム環境条件の PSD から生成されるランダム波時系列の

ピーク値を SRS 解析にて直接求めれば、衝撃環境条件の SRS と比較できる。ただし、時系列

生成にはばらつきがあるため、実現象におけるそのピーク値の出現確率については不明である。

そこで、本節ではランダム環境条件からピーク値の出現確率を用いてピーク値を予測する方法

を示す。 
本ハンドブックでは、ランダム波のピーク値の予測方法として 2 つの手法を紹介する。いず

れの方法もランダム波のピーク分布がレーリー分布に従うことをベースにした理論である。1
つ目の方法は、ピーク値の出現回数の期待値からピーク値を求める方法である（MIL-STD-
1540E に記載有り）。2 つ目の方法は、算出ピークを超える確率に着目し、許容リスクαという

考え方を導入するものである。 
表 2.4-1 にランダム波のピーク値見積もり方法のまとめを、図 2.4-1 に各方法による見積も

り精度の差異を示す。各手法の立式方法と比較等の詳細については Appendix L を参照のこと。 
 

表 2.4-1 ランダムピーク値見積もり方法 

方法 ピーク値の算出式※ 説明 

1 𝜎𝜎�2𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇) 

ピーク値の出現回数の期待値からピーク値を

求める方法。時間 T の間に、周波数 fn におけ

るこの見積もりピーク値より大きい値が、（期

待値として）1 回現れるとして算出する。見積

もりピーク値としては平均値を示す傾向が解

析により求められている。 

2 𝜎𝜎�2𝑙𝑙𝑙𝑙 �
1

1 − (1 − 𝛼𝛼)1/𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇
� 

見積もりピーク値（Up-crossing Risk Spectrum
（URS）と呼ばれる）を超える値を許容リスク

α(確率)と置いて求める方法。α=0.01 にてピー

ク値を算出した場合、その算出結果は「1%の確

率でそのピーク期待値を超えるリスクがある」

ことを示す。 

※ fn：評価周波数、T：ランダム加振時間、σ：ランダム波の実効値 
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図 2.4-1 ピーク値の見積もり方法と見積もり値の比較 

（一点鎖線：ガウス分布の 3σ値、○鎖線：方法１、 

△実線：方法 2 α=0.01、◆実線：方法 2 α=0.50、□実線：方法 2 α=0.95） 

 

2.4.1 衝撃試験省略の検討フロー  
 図 2.4-2 に衝撃試験省略に向けた検討のフローを示す。フロー図中の波形図はイメージであ

る。ランダム波のピーク値の見積もり式については供試体及び各見積もり方法の特徴を踏まえ

て個別に決定する。 
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図 2.4-2 衝撃試験省略の検討フロー 

 
 
 
 
 
 
 

Frequency

PSD
（G2/Hz）

（１）ランダム振動環境条件からランダム応答スペクトラム（RRS）を算出する。

（２）算出したRRS（σ）にランダム波のピーク見積り式を適用し、予測ピーク値z (G) を算出する。

Frequency

Grms

𝑧𝑧 = 𝜎𝜎 2𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇)

z= 𝜎𝜎 2𝑙𝑙𝑙𝑙 1
1− 1−𝛼 1/𝑓𝑛𝑛𝑇

（３）予測ピーク値z (G) と衝撃環境条件と比較する。

Frequency

G

Frequency

G

Frequency

Grms

衝撃環境条件（SRS）

予測ピーク値が衝撃環境条件よりも上回っている = 衝撃省略可能

一部周波数で上回っていない場合やランダム振動の規定周波数
外の周波数について評価する場合は、機器の特性（クリティカ
ルな周波数など）を鑑みて判断する。

or

RRSの算出方法は音響試験ハンドブック5.4、5.5項を参照のこと。

予測ピーク値z (G) 

RRS算出結果

RRS算出結果

ランダム振動環境条件

表2.4-1 方法1の式

表2.4-1 方法2の式
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典型的なランダム振動環境条件（スペック）による見積もり例を図 2.4-3、図 2.4-4 に示

す。左側の図がランダム振動スペック、右図がそれを用いた予測ピーク値計算結果である。

図中 Peak1 と Peak2 は、それぞれ表 2.4-1 の方法 1 と方法 2 による見積もり結果である。

（ランダム振動の加振時間 T=60[s]、RRS 算出については Miles の式（JERG-2-130-HB002
音響試験ハンドブック式(5-6)）ではなく積分演算式（JERG-2-130-HB002 音響試験ハンドブ

ック式(5-5)）を適用。） 

 
 

   
図 2.4-3 左：ランダム振動スペック（OverAll 30Grms）、右：予測ピーク値見積もり結果 

 
 

   
図 2.4-4 左：ランダム振動スペック（OverAll 20Grms）、右：予測ピーク値見積もり結果 

 
 

2.5 本試験ハンドブックの構成 
本試験ハンドブックは以下のように構成されている。図 2.4-1 に、衝撃試験の大まかな流れ

と本試験ハンドブックの構成を示す。 
 
（3 項）衝撃による応答の予測 

宇宙機に負荷される衝撃環境の予測手法について示す。 
 
3.1 項では、過去のフライトデータや衝撃試験データ等に基づいて衝撃環境を見積

もる方法（試験実績に基づく手法）について示す。 
3.2 項では、宇宙機の設計パラメータに基づいて解析的に衝撃環境を見積もる方法
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（解析的手法）について示す。 
3.3 項では、簡易モデル解析法の一つである V バンドクランプ衝撃源直近の簡易応

答解析法について紹介する。 
 

（4 項）衝撃試験の実施にあたり注意すべき事項 
衝撃試験の実施にあたり注意すべき点として、衝撃試験方式の選択、センサの選定、

取付け・配線、計測系の設定における注意点を示す。 
 
4.1 項では、宇宙機の衝撃試験に使用する試験方式（試験装置）の種類、特徴、留

意点等を示す。 
4.2 項では、衝撃試験に際してのセンサの選定について述べる。衝撃による加速度

応答は、高加速度及び高周波数成分が含まれている。音響試験や振動試験時に用いる

一般的な加速度センサを衝撃加速度応答の計測に用いた場合、センサがその共振周波

数において、衝撃加速度負荷により共振して過大に増幅され、ゼロシフトと呼ばれる

現象の 1 つの要因となる。特に、近傍環境の衝撃加速度を計測するには、ゼロシフト

の発生を極力抑えるため、適切なセンサの選定が重要である。 
4.3 項では、センサの取付け・ケーブル配線における注意点を示す。 
4.4 項では、計測系のレンジ設定や、サンプリング周波数の設定など、計測系の設

定における注意点を示す。 
 

（5 項）計測データの評価 
本項では、計測したデータの評価の際に重視すべき確認項目、データ処理の手法、

ゼロシフトが発生したデータの評価及び不確かさの評価について示す。 
ゼロシフトとは、衝撃負荷前に零であった加速度時系列波形の平衡点が、衝撃負荷

後にシフトし零では無くなる現象である。ゼロシフトが発生したデータで SRS 解析

を実施すると、低周波成分が実際の環境よりも数千 m/s2（数百 G）高いレベルを示し

てしまうことがある。 
5.1 項では、衝撃試験結果の誤評価を避けるための計測データの信頼性を確認する

方法について述べる。解析前の加速度データの時系列波形については、欠落・スパー

ク・DC シフト等のデータの乱れやゼロシフトの発生等の確認が重要である。また、

加速度計測データを積分処理し、速度とした結果を確認することも、計測データの有

効性を判断するために有効な手段である。速度にした場合、加速度に混在している低

周波数成分やノイズ、ゼロシフトが強調されるため、より明確に判断することが可能

となる。 
5.2 項では、計測データに含まれる衝撃負荷前からの計測系の DC 成分を除去し、

計測データ全体の時系列波形の平衡点をほぼ零となるように処理する手法を示す。 
5.3 項では、ゼロシフトが発生したデータの評価手法として、ゼロシフト補正手法

を示す。 
5.4 項では、衝撃試験の最終的な評価に一般的に用いる SRS 解析について述べる。 
5.5 項では、衝撃加速度応答の計測データの不確かさの評価について述べる。 
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図 2.4-1 衝撃試験の大まかな流れと本試験ハンドブックの構成との関係 

 

2.6 参考文献 
[2-1] JIS C 60068-2-27:2011 環境試験方法−電気・電子−第２−２７部：衝撃試験方法 
[2-2] NASA-STD-7003 Pyroshock Test Criteria, NASA, May 18, 1999 
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3. 衝撃による応答の予測 

宇宙機に負荷される衝撃環境は宇宙機分離時や太陽電池パドル展開時に発生し、高加速度、

高周波の衝撃加速度が短時間に負荷される環境である。宇宙機はこのような厳しい環境に耐え

うるように設計する必要がある。したがって、宇宙機に負荷される衝撃環境を設計初期の段階

でできるだけ精度よく予測することは、耐衝撃性を備えた信頼性のある宇宙機を開発する上で

重要となる。 
宇宙機に負荷される衝撃環境の予測は、分離機構（衝撃源）から生じる衝撃加速度を予測し、

衝撃源から伝搬していく衝撃加速度を衝撃源の近方環境・中間環境・遠方環境（2.2 項）に対

して予測する必要がある。宇宙機の衝撃環境の予測法には、1)試験実績に基づく手法と 2)解析

的手法の 2 つがあり、現状では、試験実績に基づく手法を用いて予測が行われることが多い。

表 3-1 にそれぞれの予測法の実施の容易性及び適用性について示す。なお、表 3-1 は参考文献

[3-1]をもとに、JAXA の経験を踏まえて再整理した結果である。 
 

表 3-1 宇宙機の衝撃環境の予測法の適用性 
 試験実績に基づく手法 解析的手法 

評価項目 
経験的手法 直接計測法 外挿法 詳細モデル 

解析法 過渡 SEA 法 仮想モード 
合成法 

簡易モデル 
解析法 

3.1.1 項 3.1.2 項 3.1.3 項 3.2.1 項 3.2.2 項 3.2.3 項 3.2.4 項 

実施の容易性 容易 難しい 容易 難しい 難しい 難しい 容易 

既開発衛星 
への適用性 
（※1） 

○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

新規開発衛星 
への適用性 
（※2） 

× ○ × ○ ○ ○ ○ 

○：適用可、×：適用不可 

※1：既開発衛星とは、発生衝撃源および構造様式が類似の過去の衛星のデータが存在する衛星を意味する。 

※2：新規開発衛星とは、過去の衛星の構造と比較して根本的に異なる構造を有する新規開発衛星を意味する。 

 
宇宙機の衝撃環境の予測法の概要として、1) 試験実績に基づく手法（3.1 項）と 2) 解析的

手法（3.2 項）について説明する。そして、解析的手法である簡易モデル解析法の例として、V
バンドクランプ衝撃源直近の衝撃環境条件を簡易的に計算する方法（3.3 項）について紹介す

る。 
 
 

3.1 試験実績に基づく手法 
試験実績に基づく手法は、過去のフライトデータや衝撃試験データ等に基づいて宇宙機に負

荷する衝撃環境を見積もる方法である。本ハンドブックでは、試験実績に基づく手法として、

経験的手法、直接計測法、外挿法の 3 つの手法を紹介する。  
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3.1.1 経験的手法 
経験的手法は、過去の衝撃試験データに基づき、各種衝撃源の SRS に対して距離やジョイ

ントなどによる減衰を加え、搭載部位の衝撃 SRS を求める手法である。 
 

3.1.1.1 NASA-HDBK-7005 による手法 
この手法は衝撃源特性の識別、搭載位置までの衝撃伝播経路及び伝播距離、衝撃伝播経路途

中のジョイント数及び種類の確定が必要である。以下に参考文献[3-1]に基づく経験的な手法の

計算手順を示す。 
 
手順 1：図 3.1.1-1(a)より、対象とする分離衝撃機構の種類に応じた衝撃源近傍の SRS を選定

する。 
 

注：図 3.1.1-1(a)に示した衝撃源近傍の SRS については、実際の衝撃試験で得られる SRS より過大

な値となっている可能性がある（参考文献[3-2]）。図 3.1.1-2 では一例として、ボルトカッター分離衝

撃機構の衝撃源近傍の SRS について、図 3.1.1-1(a)に示したデータと衝撃試験で得られた実測データ

とを比較して示す。 

 
手順 2：手順 1 で選定した衝撃源近傍の SRS に対し、図 3.1.1-1(b)に示す距離減衰特性を考慮

に入れて予測点の SRS を見積もる。図 3.1.1-1(b)は、衝撃源からの距離が 0.1m 以上の

範囲の SRS の距離減衰特性を示しており、距離＝0.1m における SRS を 100 として正

規化している。また、図中の「Spectrum Peak」は高周波領域の平坦なSRS値、「Spectrum 
Ramp」は低周波領域の傾きを持つ SRS 値を示しており、高周波領域の平坦部ほど減

衰が大きい。さらに、衝撃源と予測点との間にジョイントが存在する場合は、ジョイン

トの種類及び衝撃伝達経路の変化によって異なるが、SRS のピーク部に対して一つの

ジョイントにつき 40%程度の減衰を加える（ただし、ジョイントの数は最大 3 個まで

とし、高周波領域（平坦部）のみに適合）。 
 

注：図 3.1.1-1(b)に示す SRS の距離減衰特性は統計上の上限値であり、ジョイントによる減衰につい

ては考慮していないため、実際の SRS の距離減衰と比較して過大な見積もりとなる可能性が高い。 

 一例として、図 3.1.1-3 に、経験的手法で用いる SRS の距離減衰特性と衛星 PAF 分離衝撃試験デ

ータ（全軸）との比較を示す。縦軸は衝撃源における SRS の最大値で正規化したものであり、特に

衝撃源近傍において経験的手法で用いる SRS 曲線は過大な見積もりとなっていることが分かる。こ

れは、衝撃源からの距離が等しい点においても、構造・衝撃伝達経路のジョイント等の違いにより SRS

がばらつくからである。なお、図 3.1.1-4 より、試験データを各軸方向に分解した場合でも、SRS に

はばらつきがある。 

 また、経験的手法の適用例として、図 3.1.1-5 に PDL 分離衝撃試験時の距離減衰を、図 3.1.1.-6 に

PAF 分離衝撃試験時の CFRP 表皮ハニカムパネル上の距離減衰を示す。いずれの図においても衝撃

伝達経路のジョイント等の影響によって衝撃試験データのばらつきが大きいことが分かる。 

 
手順 3：手順 1、手順 2 を、衝撃環境条件を設定したい領域内にある複数の予測点について計
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算する。 
 
手順 4：手順 3 で計算した SRS を包絡する（要すればマージンを加える）衝撃環境条件を設

定する。 
 

注：経験的手法は統計処理で求めた上限値ではあるが、統計処理に使用した源泉データは構造に関す

る詳細情報が記録されておらず、必ず上限値とはならない可能性がある。また、構造の違いに起因す

る SRS のばらつきを無視するため、予測精度が低い。各プログラムにおいて経験値がある場合は、

これらの経験値の使用を推奨する。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（a）衝撃源近傍の SRS 曲線      （b）SRS の距離減衰特性 
図 3.1.1-1 経験的手法で用いる衝撃源近傍の SRS 曲線とその距離減衰特性（参考文献[3-

1]） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.1.1-2 経験的手法で用いる衝撃源近傍の SRS 曲線と実際の衝撃試験データの比較 
（ボルトカッター分離衝撃機構のデータ） 

  

 

-- NASA(cutter)
￣ SAP deploy(Sat2)

Hz

-- NASA(cutter)
￣ SAP deploy(Sat2)

Hz
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図 3.1.1-3 経験的手法で用いる SRS 曲線の距離減衰特性と 
衛星 PAF 分離衝撃試験データの比較（全軸データ） 

 
 
 
 

 

図 3.1.1-4 各軸毎の衛星の衝撃試験データ（PAF 分離） 
 
 

(a) x方向のSRS距離減衰(衛星機軸） (b) ｙ方向のSRS距離減衰（機軸直交軸）

(c) z方向のSRS距離減衰（機軸直交軸）

(a) x方向のSRS距離減衰(衛星機軸） (b) ｙ方向のSRS距離減衰（機軸直交軸）

(c) z方向のSRS距離減衰（機軸直交軸）
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図 3.1.1-5 中型衛星の衝撃試験データ（PDL 分離）の距離減衰 
 
 

 
図 3.1.1-6 中型衛星の衝撃試験における CFRP 表皮ハニカムパネル上の 

距離減衰（PAF 分離試験） 
 
 

3.1.1.2 V バンド衝撃に対する距離減衰の経験則モデルを用いる手法 
 衝撃が V バンドの保持解放による場合、衝撃源からの距離に応じた減衰特性の経験則モデル

を使用して、搭載機器の衝撃環境を見積もることができる。具体的には、距離𝑑𝑑[m]の位置にお

ける周波数毎の減衰量の経験則モデルを𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎、衝撃源の SRS を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓と、距離𝑑𝑑の位置で推定

される SRS を𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡とすれば、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡は式（3.1.1.2-1）により求められる。 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡(𝑓𝑓,𝑑𝑑) = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓(𝑓𝑓) ∙ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑓𝑓,𝑑𝑑) (3.1.1.2-1) 

ここで、式（3.1.1.2-1）中の𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎は式（3.1.1.2-2）であり、式中の𝜉𝜉は式（3.1.1.2-3）である。な

お、𝛼𝛼は衛星の構造様式（シアパネル、セントラルシリンダ）によって異なり、構造様式毎に
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Appendix M-1 項の表 M-1 を適用する。ここで𝛼𝛼の上付き文字𝑖𝑖の𝑠𝑠はシアパネル、𝑐𝑐はセントラ

ルシリンダを指す。また𝑓𝑓は周波数[Hz]である。経験則モデルの導出については Appendix M で

解説する。 
 

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑓𝑓,𝑑𝑑) = 𝜉𝜉(𝑓𝑓,𝑑𝑑) ∙ 𝛼𝛼𝑖𝑖(𝑓𝑓)  (𝑖𝑖 = 𝑠𝑠, 𝑐𝑐) (3.1.1.2-2) 

 
𝜉𝜉(𝑓𝑓,𝑑𝑑) = exp [�−8 × 10−4𝑓𝑓2.515𝑓𝑓−0.115�(0.0144𝑑𝑑3 − 0.2𝑑𝑑2 + 0.93𝑑𝑑 + 0.024)] (3.1.1.2-3) 

なお距離𝑑𝑑は衝撃源である衛星インターフェース下端から評価点までの構体表面の最短経路で

あり、例えば図 3.1.1.2-1 においては𝑑𝑑 = 𝐿𝐿1 + 𝐿𝐿2 + 𝐿𝐿3である。 
 

 
図 3.1.1.2-1 衝撃の基準点及び基準点からの距離 

 
 
衝撃源で発生した衝撃は様々な減衰要因（例えばジョイント、構体パネルの特性等）の影響を

受けて計測点に到達する。この経験則モデルは衛星分離衝撃試験データを用いて衝撃源から計

測点までの距離をパラメータに減衰率をモデル化したもので、伝播経路上の様々な減衰要因の

影響が結果としてこの経験則モデルに含まれている。 
この経験則モデルを用いて機器の環境条件の見積もる場合、式(3.1.1.2-1)の𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓には例えば

ロケットの衝撃環境条件あるいは 3.1.2 項や 3.1.3 項で見積もられた条件を適用し、式(3.1.1.2-
2)と式(3.1.1.2-3)の𝑑𝑑には衝撃源から機器搭載点の距離を、𝑓𝑓には確認したい周波数を代入する。

式(3.1.1.2-2)の𝛼𝛼には Appendix M-1 項の表 M-1 の値を衛星の構造様式により選択すればよい。

例えば、𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓が図 3.1.1.2-2 の黒線とし、衛星がシアパネル方式の構造様式であるとする。衝

撃源からの距離𝑑𝑑 = 0.5[𝑚𝑚]の位置に搭載する機器の衝撃環境は、式（3.1.1.2-3）に𝑑𝑑 = 0.5を代

入し、𝛼𝛼には Appendix M-1 項の表 M-1 のシアパネル方式の値を適用することで、式（3.1.1.2-
1）及び式（3.1.1.2-2）より同図赤線のとおり見積もることができる。 
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図 3.1.1.2-2 シアパネル方式の衛星における衝撃環境の見積もり例 

（黒線：衝撃源の予測 SRS、赤線：距離𝑑𝑑 = 0.5の衝撃環境の見積もり結果） 
 
 

3.1.2 直接計測法 
直接計測法は、同一或いは類似した構造様式を持つ宇宙機のフライトデータや地上での衝撃

試験データ等をそのまま利用して衝撃環境を予測する方法である。宇宙機のエンジニアリング

モデルや構造モデルの衝撃試験結果を利用し、供試体各部の衝撃環境を予測する方法は直接計

測法となる。 
 
構造様式が同一の宇宙機であっても、複数回衝撃試験を実施した際の衝撃応答にはバラツキ

が存在する。直接計測法で宇宙機の衝撃環境を予測する際は、衝撃応答の再現性に係る不確か

さを考慮する必要がある。 
 
十分な回数の試験を実施済みでデータが蓄積されている宇宙機の場合には、以下に示すよう

な、バラツキを考慮した統計的手法に基づいて上限値を設定する方法をとることができる。な

お、Pa/b は、b％の確率で集合の a％を包絡する値」を意味し、P95/50 の場合𝑘𝑘 = 1.64、P99/90
の場合𝑘𝑘 = 2.33となる。 

 
(1) 過去の衝撃試験データを対数スケールに変換する。 
 

 𝑦𝑦𝑟𝑟(𝐷𝐷1) = 20 log10 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟(𝐷𝐷1) (3.1.2-1) 

(𝐷𝐷1)：参照点の衝撃源からの距離 
 

ここで、JAXA の中大型衛星の PAF 分離衝撃試験で得られたデータを用い、同一

コンフィギュレーションにおける衝撃試験データのばらつきについて検討する。

図 3.1.2-1 は、衛星分離面における複数箇所の衝撃応答とそれら平均値との差の

正規確率プロットである。横軸の単位は対数スケールに変換した SRS 値であ
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る。図より、正規確率プロット上で直線まわりに分布しており、衝撃試験データ

（対数スケールに変換された SRS 値）は概ね正規分布に従うことが分かる。 
 

(2) 対数スケールに変換された SRS（𝑦𝑦𝑟𝑟）を以下の式に代入する。 
 

 𝑦𝑦𝑛𝑛(𝐷𝐷1) = 𝑦𝑦𝑟𝑟(𝐷𝐷1) + 𝑘𝑘𝜎𝜎 (3.1.2-2) 

 
(3) 対数スケールで求めた SRS を線形スケールに変換する。 
 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛(𝐷𝐷1) = 10𝑦𝑦𝑛𝑛 20⁄  (3.1.2-3) 

 
上記の手順で求めた衝撃環境は、P95/50（50％の確率で集合の 95％を包絡する値）あるい

は P99/90（90％の確率で集合の 99％を包絡する値）を満足する値であり、包絡マージンを含

んでいる。 
一方、一般的に衛星システムでは、同一の衛星に対する試験回数は、構造モデル試験で 2 回、

プロトフライト試験で 1 回である場合が多い。２回程度の試験データから統計的なバラツキを

考慮して上限値を設定するとマージンが過大となる可能性が高いため、試験データを包絡する

ように機器の衝撃環境条件を評価する方法が通常用いられている。ただし、この方法では設定

した衝撃環境条件が最大包絡値とならない可能性があることに注意を要する。バラツキを考慮

した統計的手法によるか、複数回の試験データを包絡する方法によるかは、実績・リスク等を

考慮して、プログラムごとに定めるものとする。 
 
なお、Appendix. H において、JAXA の中型、大型衛星の衝撃試験結果から同一コンフィギュ

レーションにおける宇宙機の衝撃応答のバラツキを求めた。検討の結果、高い衝撃応答を示す

ことの多い周波数領域（500Hz 程度以上）でのばらつきの分散σは 1.414dB となった。 
 

 
図 3.1.2-1 衝撃試験データの正規確率プロット（参考文献[3-10]） 
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3.1.3 外挿法 
 外挿法は、過去の類似した構造様式を持つ宇宙機のフライトデータや衝撃試験データを参照

して、新たな宇宙機の衝撃環境を外挿する方法である。外挿法の一つは、分離衝撃機構締結時

に蓄えられた歪みエネルギーが衝撃応答（SRS 値）に完全に変換されるものと仮定したもので

あり、衝撃源の SRS は次式から求められる。 
 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛(𝐷𝐷1) = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟(𝐷𝐷1)�
𝐸𝐸𝑛𝑛
𝐸𝐸𝑟𝑟

 (3.1.3-1) 

 
ここで、𝐸𝐸は分離衝撃機構から解放される衝撃エネルギーであり、分離衝撃機構締結時に蓄え

られる歪みエネルギーに等しい。締結時のひずみエネルギーは弾性振動エネルギーに完全に変

換される場合、弾性振動エネルギー𝐸𝐸は変位𝑢𝑢の二乗に比例する。比例係数は構造の弾性変形剛

性に依存するが、同一構造の場合はこの比例係数は不変であるため、弾性変位は締結力と比例

である。 
例えば、同一構造に関して衝撃 SRS と締結力𝑃𝑃の関係を検討する場合、式(3.1.3-1)を用いる

と、式(3.1.3-2)になる。 
 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛(𝐷𝐷1) = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟(𝐷𝐷1)
𝑃𝑃𝑛𝑛
𝑃𝑃𝑟𝑟

 (3.1.3-2) 

 
上述の二式において下付き𝑙𝑙, 𝑟𝑟は新たな宇宙機と参照される宇宙機を示している。 

この外挿法を用いて同一衛星の異なる締結力（V バンドの締結力 27.4kN 及び 18kN）を変え

た場合の衝撃応答（SRS 値）計算結果は下記となる。 
 

 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑛𝑛(𝐷𝐷1) = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟(𝐷𝐷1)
𝑃𝑃𝑛𝑛
𝑃𝑃𝑟𝑟

= 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟(𝐷𝐷1) ×
18

27.4
= 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟(𝐷𝐷1) × 0.66 

(3.1.3-3) 

 
図 3.1.3-1 に実衛星の分離衝撃試験から得られた SRS 実測データを示す。これより、右肩上が

りを示す低周波領域（Spectrum Ramp）では締結力の影響を受けないことが分かる。これは、

Appendix. J に示す通り、低周波領域に含まれる円環曲げモードの振動応答は衝撃応答として

支配的な円環伸縮 1 次モードの振動応答と比較して非常に小さく、締結力の大小が SRS 値に

与える影響は無視できるほど小さいからである。一方、高周波領域（Spectrum Peak）では、

折れ曲がり点と見なすことができる 1400Hz において、締結力 18kN の場合は締結力 27.4kN
の 0.69 倍（(5500m/s/s)/(8000m/s/s)）であり、式(3.1.3-3)に示した計算結果に概ね一致するこ
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とが分かる。 
 

 

図 3.1.3-1 同一構造の異なる締結力の分離試験結果 
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3.2 解析的手法の概要 
解析的手法は、宇宙機の設計パラメータに基づいて解析的に衝撃環境を見積もる方法である。

代表的な解析的手法には、詳細モデル解析法、過渡 SEA 法、仮想モード合成法ならびに簡易

モデル解析法がある。 
 
解析的手法は、過去のフライトデータや衝撃試験データに基本的に依存せず、構造様式が新

しい宇宙機に対しても設計初期の段階で利用が可能な予測法である。しかし、分離機構から生

じる衝撃力の発生メカニズムや宇宙機構体内の衝撃力の伝搬メカニズムは一般に複雑で、宇宙

機の衝撃環境を解析的に精度よく予測することは困難とされている。 
 

3.2.1 詳細モデル解析法 
 詳細モデル解析法は、分離機構内の火工品の点火・燃焼及び分離機構の挙動プロセスの一連

の過程を非線形有限要素法等により詳細に解析し、宇宙機に負荷する衝撃環境を予測する方法

である。詳細モデル解析法は、衝撃力の発生メカニズム等を詳細に検討する手法として有効で

あるが（参考文献[3-3]）、衝撃応答予測に用いる場合は、解析コストが高く、結果の精度も必ず

しも良いとはいえないため、現状では開発途上にある予測法である。特に、高周波の衝撃応答

解析では、多数のモードを精度よく求める必要があるが、全てのモードを詳細に解析すること

は困難であり、現状では簡易的に適用する段階には至っていない。 
 

3.2.2 過渡 SEA 法 
過渡 SEA 法は、音響振動解析等に用いられている SEA 法に要素エネルギーの時間減衰項を

加えることで、過渡応答の計算に適応させた解析法である。過渡 SEA 法は、有限要素法で困

難とされる高周波の応答を比較的精度よく予測することができる。過渡 SEA 法で衝撃環境を

予測する場合は、衝撃源での入力フォース或いは加速度応答が既知である必要がある。 
 
過渡 SEA 法では、対象とする応答が疑似定常である必要があるため、衝撃応答が残響場と

なるような遠方環境の予測しか適用できず、衝撃源から近方環境にある点の予測が困難となる。

また、モード密度の低い低周波数帯の応答予測には適さず、得られる結果は SEA 要素内の周

波数平均値、空間平均値となる。過渡 SEA 法を用いた予測例については、参考文献[3-4]等が

ある。 
 

3.2.3 仮想モード合成法 
仮想モード合成法は、衝撃源と応答点の伝達関数が得られている時に、伝達関数を満足する

ような仮想モードを合成し、古典的なモード解析法を用いて応答点の衝撃環境を予測する方法

である（参考文献[3-5], [3-6]）。仮想モード合成法で用いる伝達関数は、インパクト試験等の実

験や SEA・FEM の解析結果等がある。仮想モード合成法は、過渡 SEA 法と同様に、衝撃源で

の入力フォース或いは加速度応答が既知である必要がある。 
 
仮想モード合成法は、伝達関数さえ求められていれば、近方環境・中間環境・遠方環境のい

ずれの環境に対しても適用可能な方法である。古典的なモード解析法を用いるため予測点の時
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刻歴波形を求めることができる。仮想モード合成法を実際の宇宙機の衝撃試験に適用した例は

参考文献[3-5]等がある。 
 

3.2.4 簡易モデル解析法 
簡易モデル解析法は、宇宙機に負荷する衝撃環境を支配的な振動成分のみに着目して予測す

る方法である。そのため、解析モデルの自由度が小さく、解析に必要となる入力パラメータも

少ないことから、設計情報の少ない設計初期段階での利用が可能な予測法である。 
簡易モデル解析法は、全ての振動成分を求めることができないため、対象としない振動成分

の影響を包絡マージン等により考慮する必要がある。現状では、V バンドクランプ衝撃源直近

の衝撃環境条件を簡易的に見積もる方法が開発されている（3.3 項参照）。 
 
 

3.3 V バンドクランプ衝撃源直近の簡易応答解析法の紹介 
簡易モデル解析法の一つである V バンドクランプ衝撃源直近の簡易応答解析法について紹

介する。なお、簡易応答解析法を用いて V バンドクランプ衝撃源直近の衝撃環境条件を計算す

る具体的なプロセスは、Appendix J に示す。 
 
簡易応答解析法は、宇宙機をロケットから分離する際に宇宙機インターフェース部に負荷す

る衝撃環境を簡易的に予測する方法である。一般に、V バンドクランプ衝撃源直近の SRS は、

図 3.3-1 に示すように、ある特定の周波数帯で折れ点が現れるといった特徴を持つ。簡易応答

解析法は、この SRS 折れ点のみを予測のターゲットとし、SRS 折れ点より低い周波数帯で

6dB/OCT～9dB/OCT、高い周波数帯で 0dB/OCT の直線を引くことで衝撃環境条件を簡易的に

見積もる方法である。図 3.3-2 に簡易応答解析法による衝撃環境条件の計算手順を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3-1 V バンドクランプ衝撃源直近の SRS と衝撃環境条件の一例 
 
 
 
 
 

折れ点



JERG-2-130-HB001B 

25 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

図 3.3-2 簡易応答解析法による衝撃環境条件の計算例 
 
 

簡易応答解析法では、V バンドクランプ衝撃源直近の衝撃応答を V バンドクランプ締結力解

放後の宇宙機インターフェース部の自由振動応答と見なし、解析を行う。そして、宇宙機イン

ターフェース部を図 3.3-3 に示す円環リングでモデル化し、円環伸縮 1 次モード（膨張収縮モ

ード、図 3.3-4）による 1 自由度振動解析を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 3.3-3 宇宙機インターフェース部のモデル化 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3-4 簡易応答解析法の解析モデル（円環伸縮 1 次モード（膨張収縮モード）） 
 
 
円環リングモデルの膨張収縮モードの共振周波数は、式(3.3-1)となり、これが SRS の折れ

点周波数となる。 
 

手順１：
折れ点の計算

手順２：
包絡マージンの設定

6～9 dB/OCT

0 dB/OCT
手順３：

環境条件の設定

衛星リング

PAF

Vバンドクランプ

拡大図

円環リングモデル
（断面積A）

半径 r
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 𝑓𝑓 =
1

2𝜋𝜋
�
𝐸𝐸
𝜌𝜌𝑎𝑎2

 (3.3-1) 

（※記号が表わすパラメータについては表 3.3-2 参照） 

 
また、円環リングモデルに対して生じる外力は V バンドクランプの締結力である。V バンド

クランプの締結箇所が 2 箇所（𝛽𝛽1 = 𝜋𝜋 2⁄ 、𝛽𝛽2 = 3𝜋𝜋 2⁄ ）である場合、円環リング円周方向の荷

重分布𝑃𝑃(𝜃𝜃)は次式で得られる（参考文献[3-9]）。 
 

 𝑃𝑃(𝜃𝜃) =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧𝑇𝑇0
𝑎𝑎

exp �
𝜇𝜇(𝛽𝛽1 − 𝜃𝜃)

sin𝛼𝛼
� (0 ≤ 𝜃𝜃 < 𝜋𝜋)

𝑇𝑇0
𝑎𝑎

exp �
𝜇𝜇(𝛽𝛽2 − 𝜃𝜃)

sin𝛼𝛼
� (𝜋𝜋 ≤ 𝜃𝜃 < 2𝜋𝜋)

 (3.3-2) 

次に、膨張収縮モードの振動方程式（1 自由度）は次式で表わされる。 
 

 �̈�𝑞(𝑎𝑎) + 2𝜁𝜁𝜁𝜁�̇�𝑞(𝑎𝑎) + 𝜁𝜁2𝑞𝑞(𝑎𝑎) = 𝐹𝐹(𝑎𝑎) (3.3-3) 

 

𝑞𝑞はモード変位である。𝐹𝐹は膨張収縮モードに対するモード加振力であり、式(3.3-2)により得

られる荷重分布より求められる。 
式(3.3-3)を解くことにより得られる衝撃応答（加速度）を SRS 値に変換する。そして、求め

た SRS を対数スケール（単位：dB）に変換し、適切な包絡マージンを加えることで、衝撃環

境条件を予測する（式(3.3-4)）。式中の𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠、𝜎𝜎および𝑘𝑘の値を表 3.3-1 及び表 3.3-2 に示す。詳

細については、Appendix. J を参照のこと。 
 

 𝑦𝑦𝑠𝑠𝑠𝑠𝑟𝑟𝑠𝑠 = 𝑦𝑦𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 + 𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 + 𝑘𝑘𝜎𝜎 , 𝑦𝑦 = 20 log10(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆) （3.3-4） 

 
表 3.3-1 𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠および𝜎𝜎 

𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 [dB] 𝜎𝜎 [dB] 
-3.34 3.58 

 
表 3.3-2 係数𝑘𝑘 

P95/50 P99/90 
1.64 2.33 

 
 
簡易応答解析法は、SRS の計算に必要となる反復計算を必要とせず、簡易的に宇宙機インタ

ーフェース部の衝撃環境条件を設定することができる（Appendix J）。表 3.3-3 に簡易応答解析

法で必要となる解析パラメータの一覧を示す。 
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表 3.3-3 解析パラメータの一覧 
パラメータ 記号 単位 

衛星リング 

半径*1 𝑎𝑎 [m] 
断面積*1 𝐴𝐴 [m2] 
ヤング率 𝐸𝐸 [Pa] 
密度 𝜌𝜌 [kg/m3] 

減衰比*2 𝜁𝜁 ― 

V バンドクランプ 初期締結力 𝑇𝑇0 [N] 
V 形状断面の角度 𝛼𝛼 [deg] 

V バンド－衛星リング間 摩擦係数 𝜇𝜇 ― 
*1 図 3.3-3 を参照。  *2 6%～9%の値をとる場合が多い。 

 
 

図 3.3-5 に簡易応答解析法で計算した宇宙機インターフェース部の衝撃環境条件（QT レベ

ル）を示す。同図は、実衛星の V バンドクランプ分離衝撃試験の結果も併せて表示している。

図の縦軸と横軸は、簡易応答解析法で求めた SRS 折れ点（SRS 加速度と周波数）により正規

化している。図より、簡易応答解析法による衝撃環境条件は、衝撃試験で計測された SRS を

良い精度で包絡し、衝撃環境条件として安全側の上限値（P95/50）を適切に予測していること

が分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.3-5 簡易応答解析法による結果 
 
 
簡易応答解析法の特徴及び使用上の制約事項を以下にまとめる。 
 

(1) 特徴 
・ 1 自由度振動系でモデル化しているため、予測に必要となる解析パラメータが

少なく、設計初期段階での利用が可能である。 
・ V バンドクランプ衝撃源直近の SRS を煩雑な繰り返し計算をすることなく簡

易的に見積もることができる。 
・ V バンドクランプ衝撃源直近の衝撃応答をある一定の確率で包絡するためのマ

ージン値が組み込まれており、宇宙機インターフェース部の衝撃環境条件とし

て安全側の上限値（P95/50、P99/90 等）を見積もることができる。 
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(2) 使用上の注意事項 
・ 宇宙機インターフェース部の高さが短く、宇宙機インターフェース部の応答が

円環リングの膨張収縮モードとならない場合、予測精度は悪くなる。 
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4. 衝撃試験の実施にあたり注意すべき事項 

 本項では、衝撃試験の実施にあたり考慮すべき事項（衝撃試験方式の選択、センサの選定・

取付け、ケーブルの配線、計測系の設定）を示す。 
 

4.1 衝撃試験方式の選択 
本項では、宇宙機搭載機器の衝撃環境条件として最も一般的な衝撃応答スペクトラム（SRS）

で規定された衝撃を負荷することを前提として、実施可能な衝撃試験方式の選択指針の概略

を示す。 
衝撃試験方式の選定によっては、衝撃の入力波形や試験設備の供試体取付部の剛性の違い

などにより、供試体の主要な共振周波数において過負荷になる場合があることに注意が必要

である。 
 

4.1.1 衝撃試験方式の選択 
 衝撃試験の実施にあたり、衝撃試験方式の選択について考慮すべき事項を示す。 

(1)  衝撃環境の模擬方法や衝撃波形の制約で、機器に対して一部の周波数において過大

な衝撃負荷が加わることがある。 
 例えば、図 4.1.1-1 に示すように、火工品により発生する衝撃応答スペクトルは通

常+9dB/oct か、それ以上の傾斜である[4-3]が、落下型衝撃試験装置を用いる場合、衝

撃波形はパルスに近い片振幅の波形となるため傾斜が緩く（約+6dB/oct）、またその

傾きを調整できない。そのため、1kHz 以上の高周波を規定のレベルまで負荷しようと

すると、低周波で過負荷になる可能性がある。 
 動電型加振機についても、半正弦波などのパルスのような波形による加振では落下

式と同様に傾斜の調整はできない。しかし、SRS から Wavelet 解析等を用いて生成す

る両振幅のトランジェント波形で加振する場合は、傾斜の調整が可能である。 
 
(2)  供試体取付け部の機械インピーダンスの違いにより、供試体の主要な共振周波数に

おいて過負荷になることがある。 
 すなわち宇宙機実機における搭載機器取付け部の機械インピーダンスが大きくない

ため、搭載機器の共振周波数において動吸振器効果が現れるのに対し、落下衝撃試験

装置や動電型加振機等の高剛性な取付け部を持つ試験装置においては、動吸振器効果

が小さいため供試体の共振周波数（通常最大応力が発生する）において、過大な負荷

を与えることがある。 
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図 4.1.1-1 試験装置による衝撃応答スペクトルの比較[4-3] 

 
 

4.1.2 各衝撃試験方式の特徴 
本項では宇宙機の衝撃試験に用いる試験方式（試験装置）の種類、特徴、留意点等を示す。 

 
(1) 実環境模擬試験方式（実機火工品の使用） 

この方法は通常、宇宙機システムやサブシステムレベルで実施され、機器の搭載状

況及び衝撃発生源を実機と同等として実環境を模擬し、耐衝撃環境特性を確認するも

のである。 
例えば、衛星をロケットから分離する PAF（Payload Attach Fitting）分離試験、太

陽電池パドルの展開試験（締結ボルト切断）等である。宇宙機に使用される火工品の

種類、取扱い上の注意事項等について、Appendix-F に示す。 
この試験方法の主な特徴を以下に示す。 

・ 取付け剛性等の搭載状態が実機と同等であるため、機器と取付け部の連成による

動吸振器効果が現れ、機器の主要共振周波数における過負荷は発生しない。 
・ 高価な供試体、火工品を用いる試験であり、コストは高い。 
・ 実負荷より厳しいレベル（例えば＋3dB）を負荷することができないため、その

方法による設計マージンの確認等は行えない。 
 
 
 
 
 

(2) 落下衝撃試験方式 
落下衝撃試験装置の一例を図 4.1.2-1 に示す。 
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落下試験は供試体を取付けた高剛性な台を、自由落下または圧縮空気等により強制

的に落下させ、台の衝撃面を衝突させることにより発生するパルスのような片振幅の

加速度波形の衝撃加速度を印加させる方法である。 
負荷時間の間隔は衝撃面の材質、負荷レベルは落下高度を変えることで一定の範囲

で調整できる。 
衝撃面の材質（金属類、プラスチック類、ゴム類等）が柔らかければ負荷時間の間

隔は長く、高周波の衝撃負荷は低くなる。 
この試験方法の主な特徴を以下に示す。 

・ 設備の操作は簡単であり、試験コストは低い。 
・ 取付け台の剛性は一般的に実機よりも高いため、機器の主要な共振周波数におけ

る動吸振器効果が現れず、これらの周波数における過負荷が発生することが多い。 
・ 落下衝撃試験によって印加される SRS の傾斜は約+6dB/oct であり、調整ができ

ない。そのため高周波領域を規定レベルまで印加しようとすると、図 4.1.2-2 に

示すように低周波領域が過負荷になり、供試体取付けボルトの破断等が発生する

場合がある。 
・ 片振幅の入力であるため、両振幅で規定された条件では正負両方向の試験を別々

に 2 回行う必要がある。 
 

 

 
図 4.1.2-1 落下衝撃試験装置の例（Barry Wright Corporation） 
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図 4.1.2-2 落下衝撃試験における衝撃応答スペクトルの特徴 
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(3) 機械的インパクト試験方式 
機械的インパクト試験方式は、機器をプレートやビーム（梁）のような弾性体に取

付け、ハンマや錘でパルスのような入力を与え、それによって励起されるプレートや

ビームの共振モードを利用して機器に衝撃加速度を印加する方式である。 
SRS の折れ点周波数はプレートやビームの 1 次曲げモード周波数により決定され

る。 
落下衝撃試験装置と異なり、機器取付け部の加速度波形は両振幅の減衰波形であり、

印加する SRS は一定の範囲で傾斜の調整も可能である。 
また、質量を模擬したダミー供試体を用いて予備試験を行うことによりある程度精

度よく衝撃負荷を印加することができる。 
プレート等の形状や衝撃負荷の入力方法によって様々な方式があるが、いくつかの

例を以下に示す。 
 

(a) 例 1（重錘落下による印加式） 
機械的インパクト試験装置の一例を図 4.1.2-3 に示す。 
棒状のガイドに沿って機器を設置したプレートに金属製の錘を落下させて、 

衝撃加速度を印加する方式であり、プレートはロープで吊下げられているため、 
共振モードは自由－自由境界条件の変形モードである。  
錘の落下点や高さ、プレートの大きさ等を変化させることで、負荷のレベルや

SRS の折れ点の周波数を調整することができる。 
又、プレートの仕様を適切に設定することにより、3 軸方向同時にほぼ同レベ

ルの衝撃加速度を印加することも可能である。 
この装置を使った衝撃試験結果（SRS）の一例を図 4.1.2-4 に示す。 
データから分かるように、1000Hz を超える高周波領域の最大 SRS レベルは、

各軸のばらつきも小さく、再現性の面でもほぼ同様な傾向となっているが、

100Hz～1000Hz の低周波数領域では、変動が大きい傾向が見られる。 
また、低周波領域での SRS 曲線の傾きは 6dB／oct～10dB／oct（極端な例を

除く）の範囲でばらつく傾向が見られる。 
この装置の主な特徴を以下に示す。 

・ 装置の操作は容易であり、試験コストは低い。 
・ プレートの共振周波数を変えることによってSRS折れ点周波数の調整が可能

である。 
・ 実負荷より厳しい負荷レベルを印加することも可能であり、機器の設計マー

ジンの確認が可能である。 
・ 一回の試験で 3 軸方向全てに対して規定レベルを印加しようとする場合、い

ずれかの軸に対し規格を超えるレベルの衝撃が加わることがある。 
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図 4.1.2-3 機械的インパクト試験装置（例 1） 
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試験治具

供試体

錘

ガイド棒

X Y Z X Y Z 

X 
Y Z 

規格：最大 
ノミナル 

   最小 

1,000 1,000 

 S
RS

 [G
] 

1,000 

 S
RS

 [G
] 

(1.0 G≒9.8 m/s2) 

 S
RS

 [G
] 

Y 

X 

Z 

100 100 

100 

1,000 

1 

1,000 

1 

1,000 

1 

周波数[Hz] 

周波数[Hz] 周波数[Hz] 



JERG-2-130-HB001B 

  35 

(b) 例 2（エアハンマによる印加式） 
機械的インパクト試験装置の一例を図 4.1.2-5 に示す。 
この例は、エアハンマを用いて供試体取付面に対して面内方向と面外方向に対

して別々に衝撃加速度を印加する方式である。 
プレートはスリングまたはサスペンション機構により、自由－自由境界条件で

支持されており、エアハンマからの衝撃加速度入力により励起される曲げ共振モ

ードを利用し供試体に対して衝撃負荷を印加する。 
空気圧、プレートの高さ（ハンマとプレートの間隔）の調整により負荷レベル

を調整し、エアハンマとプレートの衝突面にあるパッドの材質、板厚の組合せに

より衝撃波形の調整を行う。パッドが硬いほど高周波数領域で高い衝撃（SRS で

傾斜勾配が急な特性）を印加することが可能である。 
この装置の主な特徴を以下に示す。 

・ 装置の操作は簡単であり、試験コストは低い。 
・ プレートの厚み、大きさなどで共振モードを変えることによって SRS 折れ点

周波数の調整が可能である。 
・ 実負荷より厳しい負荷レベルを印加することも可能であり、機器の設計マー

ジンの確認は可能である。 
・ 低周波領域（～1000Hz）の SRS の傾斜が緩い場合には比較的良好な再現性

を示すが、傾斜が急な場合はばらつくことがある。 
・ 高周波領域の発生衝撃レベルが大きくなり、レベル公差を逸脱することがあ

る。 

   図 4.1.2-5 機械的インパクト試験装置（例 2） 
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(c) 例 3（共振モード可変式） 
機械的インパクト試験装置の一例を図 4.1.2-6 に示す。 
この装置は、均一矩形断面のアルミビーム両端にある剛性の高い固定板の固定

位置を調整し、ビームの 1 次曲げ共振モード周波数を変化させて、SRS 折れ点

の周波数を調整する方式である。 
衝撃の環境条件（SRS）に対して折れ点周波数を幅広く（500Hz-3000Hz）調

整することが可能であり、衝撃試験の適用範囲は広い。 
衝撃負荷は、空気銃で発射する金属質の弾がアルミビームの下方（供試体の反

対方向）に衝突することにより与えられる。 
この装置では目標とする衝撃環境条件（SRS）に対して概ね±6dB の範囲で衝

撃負荷を印加できるよう調整可能である。 
この装置の主な特徴を以下に示す。 

・ 試験コストは低い。 
・ 固定位置を調整することによって衝撃負荷（SRS）の折れ点周波数範囲を幅

広く調整することが可能である。 
・ 衝撃加速度の時系列波形は、パルスの様な片側振幅波形ではなく、両側振幅

の減衰波形であり、実機衝撃環境に近い負荷になる。 
・ 大きい供試体の場合は、ビームとの連成が強いため共振周波数の調整は容易

ではなく、時間がかかる。 

 
図 4.1.2-6 機械的インパクト試験装置（例 3）[4-4] 
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動電型加振機システムの一例を図 4.1.2-7 に示す。 
動電型加振機を用いる衝撃試験は、加振機の制御プログラムによって規定の衝撃環

境条件（SRS）を満たす加振加速度波形を生成し供試体に負荷する方法である。 
印加可能な加速度波形は、正弦波半波、三角波、鋸波のような古典的なパルス加振

波形及び与えられた衝撃環境条件（SRS）から解析（例えば Wavelet 解析）を用いて

生成したトランジェント波を重ね合わせた両側振幅の減衰波形がある。 
古典的なパルスは、落下試験と同様に、SRS 傾斜の調整はできないが、パルスの幅

を調整することによって折れ点周波数を調整することは可能である。 
Wavelet 解析等から生成した両振幅波形による加振については、一定の範囲（一例

では+6～+14dB/OCTの勾配範囲）でSRSの傾斜及び加速度レベルも調整可能である。 
動電型加振機を使用した衝撃試験の詳細について、Appendix-G に示す。 
この方式の主な特徴を以下に示す。 

・ 設備の操作及び実施は簡単であり、試験コストは低い。 
・ 一つのシステムで様々な波形の衝撃負荷を印加できる。 
・ 波形の生成方法によって SRS 傾斜は一定の範囲で調整が可能である。 
・ 低レベルの予備加振を行うことで、非常に精度良く再現性の良い試験を行うこと

ができる。 
・ 加振機の加振能力及び加振機自身の設計によって最大加速度、加振周波数範囲は

制限される。 
・ 通常加振機の剛性は高いため機器の主要な共振周波数における動吸振器効果が現

れない可能性があり、これらの周波数における過負荷が発生する。 

 

図 4.1.2-7 動電型加振機システム 
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4.2 センサの選定 
衝撃試験の実施にあたり、供試体の応答加速度の計測に使用する加速度センサの選定につ

いて考慮すべき事項を以下に示す。 
(1) 加速度センサの計測範囲を超えないよう、計測位置で想定される測定範囲を考慮して

加速度センサを選定する必要がある。 
(2) 衝撃試験に使用する加速度センサは、センサ自身の有効質量が小さく、高い共振周波

数と小さいベース歪感度の特性を有するセンサを選択するべきである。剪断型の加速

度センサは有効質量及びベース歪み感度が小さく、衝撃試験に有効である（Appendix 
C, C-2 項）。 

(3) 実際の宇宙機システムの衝撃試験においては、各種の理由（衝撃試験以外の機械環境

試験で使用した一般的な加速度センサをそのまま衝撃試験に使用せざるを得ない場合、

等）から必ずしも衝撃加速度計測用のセンサを使えない場合がある。その場合、特に

近傍環境においてはゼロシフトが発生することが多い。ゼロシフトを起こしたデータ

のうち、補正することで評価することが可能となる場合がある。ゼロシフトの詳細、

ゼロシフトの補正方法については、5.3 項に示す。 
(4) 加速度センサの選定においては、衝撃試験の評価周波数範囲内において周波数特性が

ほぼ一定（変動量<5%）であるセンサを用いること。また、計測点の加速度応答に高

い周波数成分が含まれる場合、センサ自身の共振周波数が高い加速度センサを選定す

ること。 
 
Appendix.B に、各種加速度センサ（ENDEVCO 社製）について、ゼロシフトの発生状況

を調査した結果を示す。ゼロシフトが発生しない計測方法として、歪ゲージやレーザ変位

計を用いる方法もあるが、これらは面内方向の計測が難しい等、難点もあるため適用する

場合は十分検討すること。 
Appendix.C に、ゼロシフトの発生原因について示す。 
また、図 4.2-1 に加速度センサの周波数特性の一例を示す。図 4.2-1 の例では、35kHz 付

近で 40dB 程度の増幅を示している。評価周波数以上の成分、特にセンサの共振周波数の

成分による増幅は、ゼロシフトの 1 つ原因となる。 
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図 4.2-1 加速度センサの周波数特性（一例） 
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4.3 センサの取付け及び配線 
 本項では、2.2 項 a.で定義した近傍環境のような衝撃環境下でも確実に計測ができるように、

加速度センサの取付け方及びケーブルの配線方法について考慮すべき事項を示す。 
(1) 場所などの制限がなければ、加速度センサは可能な限りブロック等を介さずに供試体

にネジで直接取付けることが望ましい。センサをネジに取付ける際は、取付ネジがセ

ンサに局部的な応力を発生させてセンサから有害なノイズを誘起させないようにする

ため、センサのネジ穴の底と取付ネジとの間に隙間を設けること（図 4.3-1 中の※）。 
(2) 接着剤を用いてセンサを取付ける場合は、接着層が計測に影響を及ぼさない接着剤を

使用すること。 
(3) 板構造の面内振動を測定する目的でブロックを使用する場合は、ブロックには剛性の

高い材質（アルミ、マグネシウム、ベリリウム等）を使用すること。 
(4) 加速度ピーク値が 50,000 m/s2（5,000G）以上の近傍環境の計測については、接着剤

とネジ止を併用し、供試体に取付けること。ブロックを使用した場合（図 4.3-1）、一

回の試験毎に接着剤の剥がれ、ネジの緩みがないことを確認する。 
(5) 加速度センサと供試体の間に絶縁処置を行い、計測系が 1 点での共通のグランドを持

つことをマルチメータで確認する。 
(6) 電荷転送型の計測ラインおいては、ローノイズケーブルが高い加速度の衝撃を受ける

とゼロシフトの原因の 1 つとなる。供試体からの衝撃加速度を受けないよう、ケーブ

ルは極力供試体に貼付けないようにし、衝撃源から離れる方向に配線すること。また、

センサとチャージアンプの間に中間接続のない連続したローノイズケーブルを極力使

用すること。 
(7) 火工品の発火時等に発生する電磁波放射の影響を低減するため、ケーブルは火工品の

近傍に貼付けないようにし、衝撃源から離れる方向に配線すること。この処置はケー

ブルの破損防止にも有効である。またケーブルをアルミ箔等によりシールドすること

も、電磁波放射ノイズの防止に有効である。 
(8) ローノイズケーブルのコネクタ部の曲げやローノイズケーブルとセンサ間のコネクタ

部の緩みは、ゼロシフト原因の 1 つである。コネクタ部の緩みを防止する方法として、

ローノイズケーブルとセンサ及び供試体間の相対運動をテープ等で押さえることが有

効である（図 4.3-2）。 
(9) 搭載コンポーネント等、機器のインタフェース部の加速度応答を計測する場合は、機

器の取付インタフェース（取付フランジ等）に極力近づけてセンサを配置すること。 
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火工品の発火時に発生する電磁波放射は、衛星系で使用されることは少ないが、導爆線

等、爆ごうを伴う火工品の発火の際に発生することが多く、計測系にノイズを発生させる

要因となる。 
電磁波放射によるノイズに関しては、ダミー加速度センサ（圧電素子をダミーとし、電

気的に実加速度センサと等価のもの）を横に取付け、実加速度センサと同様に配線して同

時に計測を行って電磁ノイズを観測することで確認できる。ダミーセンサがない場合は、

実加速度センサを供試体に対して取付けない状態（浮かせた状態）で設置し、配線及び計

測系の電磁ノイズを評価する方法もある。 
 
 

 
図 4.3-1 衝撃計測の加速度センサの取付け方 

 

 
図 4.3-2 ケーブルとセンサ間の相対運動の低減方法 

 

供試体

取付ブロック

取付ネジ

※取付ネジとネジ穴の底との
間に隙間を設けること

ケーブル、コネクタ

加速度センサ

接着面
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4.4 計測系の設定 
 衝撃試験の実施にあたり、計測系の設定について考慮すべき事項を示す。 

(1) 計測データが計測系の最大電圧範囲を超えてサチレーションを起こさぬよう、適切な

センサ感度の加速度センサを使用するとともに、計測設備の A/D 変換分解能を考慮し

たうえで、評価に必要な精度を確保できるよう、予測に基づく適切な計測レンジを設

定すること。衝撃源のレベルがわかっている場合は、衝撃試験前にハンマリング試験

を実施して計測点の応答を推定して計測レンジを設定する方法もある。 
(2) 最大計測レンジの設定にあたっては、時系列加速度データの最大値を包絡するような

計測レンジ（時系列加速度データのピーク値の+10～20dB 程度）を設定すること。 
(3) 複数の加速度センサを計測点近傍に取付け、それぞれ異なるレンジを設定してサチレ

ーションのリスクを低減することも、確実な計測に有効な方法である。 
(4) ゼロシフトの発生が懸念される場合（近傍環境の計測等）は、サチレーションを防ぐ

ため大きめにレンジを設定する必要がある。（ゼロシフトは補正可能であるが、サチレ

ーションしたデータの補正は不可能である（5.3 項参照）） 
(5) 衝撃応答スペクトラム（SRS:Shock Response Spectrum）解析は、計測した加速度を

1 自由度振動系へ入力した時の加速度の応答波形のピーク値（MAX）を算出するため、

サンプリング周波数が Shannon 原則（サンプリング周波数＞最大解析周波数の 2 倍）

を満たしていても大きい誤差が生じる場合があるので注意が必要である。SRS 解析周

波数の範囲で 5%以内の精度を得るためには、その周波数の 10 倍以上のサンプリング

周波数で計測データを収録する必要がある。図 4.4-1 に、サンプリング周波数による

誤差を模式的に示す。 
また、ハードウエア、解析の効率等の制約のため、低いサンプリング周波数を使用せ

ざるを得ない場合は、補完などの手法によって精度を上げる方法がある。補完の手法

は文献 4.1.2-3-2 等を参照のこと。 
(6) 計測にあたっては、アンチエリアジング及びセンサ自身の共振の原因となる評価周波

数以上の高周波成分（例えば、数万 Hz の成分）の除去のため、ローパスフィルタを設

定すること。 
(7) 評価周波数以上の高周波数成分を原因とするサチレーションを防ぐ方法として、セン

サの中に機械的なローパスフィルタ（メカニカルフィルタ）が組み込まれたセンサを

採用することも有効である。 
(8) 計測トリガを用いて計測する場合は、計測チャンネルの一部による計測トリガだけで

なく、衝撃源の信号（電気的に発火する衝撃源の場合の発火信号など）等も組み合わ

せて使用することが最も確実である。計測トリガとして計測チャンネルのみを使用す

る場合は、選定に注意する必要がある。十分な S/N が取れないチャンネルや正しい応

答が得られないチャンネルをトリガチャンネルとして使用すると、計測データが取得

できない恐れがある。 
(9) 衝撃試験における“衝撃加速度のピーク値”という言葉は、一般的に２つの異なる物理
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的な意味を持つため、混乱しやすいので注意が必要である。すなわち、時系列加速度

のピーク値と SRS の最大ピークである。 
前者は、加速度の物理現象そのものであり、周波数との対応関係はない。後者は、計

測した物理現象を 1 自由度系（共振周波数 f、減衰 Q=10）に負荷した時の応答の最大

値であり、解析及び評価の手法である。従って、周波数との対応関係を持つ値である。

SRS のピーク値のみを考慮して計測レンジを設定すると、計測の際に時系列加速度の

ピークが計測レンジを超えてサチレーションを起こす可能性がある。 
 
 

 
図 4.4-1 サンプリング周波数（＝解析周波数の 10 倍）による誤差の模式図 

 
 

4.5 参考文献 
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[4-2] 衝撃加速度計の動的応答特性測定法（特開平 3-67175） 
[4-3] Henry N. Luhrs, “Equipment sensitivity to pyrotechnic shock”, Proc. Institute of 

Environmental Science,1976 

[4-4] IEST-RP-DTE032.1, “Pyroshock Testing Techniques” 
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5. 計測データの評価 

 衝撃試験のデータを正しく評価するためには、計測データの確認・評価が重要である。図 5-
1 に計測データ評価のフローチャートを示す。また、本項の各項に、計測データの確認方法や

補正方法を示す。 
 

 
図 5-1 計測データ評価のフローチャート 

計測データの評価

加速度の時系列データの確認
（5.1.1項）

評価終了
（計測データは使用しない）

DC成分の除去
（5.2 項）

(1)～(3)の確認

(4)の確認

(5)の確認

ゼロシフトの補正
（5.3 項）

異常無
異常有

異常有

異常無

異常有

SRS解析
（5.4 項）

SRS解析結果の評価
（SRSスペックとの比較）

評価終了

（計測（解析）データを
用いて試験結果を評価）

異常無

問題無

速度の時系列波形
or

SRS解析結果の確認
（5.1.2項 or 5.1.3 項）

隠れたゼロシフト
有

問題有

無

隠れたゼロシフトの確認

※ 隠れたゼロシフトの確認（補正）は
SRS解析前に実施しておく方が

望ましいが、評価上問題無ければ
この手順でも良い

ゼロシフトの
補正（5.3 項）
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5.1 計測データの確認 
本項では、計測データの信頼性を確認する方法について示す。計測データの確認方法として、

5.1.1～5.1.3 項に示す 3 つの方法がある。 
なお、計測データの確認方法は他にも数種類の報告がされている[5-1,5-2]。 

 

5.1.1 加速度の時系列波形の確認 
計測した加速度の時系列波形について、以下の項目を確認すること。 

(1) 加速度センサが供試体から脱落すること等によるデータの中断がないこと。 
(2) コネクタの緩み等による、間欠的な外部ノイズやランダムなスパークがないこと。 
(3) 加速度センサやコンディショナ（チャージアンプ）の飽和による計測データのクリッ

ピングがないこと。 
※ゼロシフト・DC 成分が含まれている場合は片側クリッピングし、非対称な波形と

なる場合がある。 
(4) 衝撃負荷前に DC 成分が含まれていないこと。この DC 成分の処理について、5.2 項に

示す。 
(5) 衝撃負荷後の時刻以降の計測データに顕著なゼロシフトがないこと。 

※ゼロシフトが発生している計測データの例を図 5.1.1-1 に示す。図 5.1.1-1の例では、

衝撃負荷直後（横軸約 0.5 秒のタイミング）に、加速度応答の平衡点が約-500G にシ

フトして計測されていることが分かる。（ゼロシフトの詳細については、5.3.項参照） 
 
ゼロシフトに関しては、ゼロシフトが発生しても評価上問題がない場合は無視してもよい。

評価する上で問題が生じる場合（低周波成分が予想より大きい場合や、規定値を逸脱した場

合、等）は、次項以降の確認手法を用いてゼロシフトの有無を確認し、ゼロシフトが起きて

いる場合は 5.3 項で述べるゼロシフト補正方法により補正を実施する。 
 

 

 
図 5.1.1-1 ゼロシフトが発生している計測データ例 

[msec] 1.0 G≒9.8 m/s2 
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5.1.2 SRS 解析結果の確認 
SRS 解析結果について、以下の項目を確認すること。なお、SRS 解析については 5.5 項に

示す。 
(1) 1 次共振周波数「fn1」より低い周波数（剛体運動領域）の解析結果が、約 6～12dB/Oct

のラインを逸脱していないことを確認する（図 5.1.2-1）。逸脱している場合は、ゼ

ロシフトであることが多い。逸脱が確認された場合は、下記(2)項と 5.1.3 項による

確認を行う。 
(2) SRS 解析について、最大値 SRS だけでなく正側 SRS、負側 SRS も求めて両者を

比較し、正側 SRS と負側 SRS が大きくずれていないかを確認する（図 5.1.2-2 下

図）。大きくずれている場合は、ゼロシフト等の計測異常が発生している可能性が高

い。（但し、正側 SRS と負側 SRS は、理想的には一致するが、実際の場合、計測ノ

イズやゼロシフト等の影響で完全には一致しない） 
 
ゼロシフトが起きたデータを SRS 解析した結果の例を図 5.1.2-2 に示す。 
図 5.1.2-2 の左の図は、ゼロシフトを含む計測データの SRS 解析結果である。正側 SRS

（SRSpos）と負側 SRS（SRSneg）を比較すると、大きなずれがあることが分かる。図 5.1.2-2
の右の図は、ゼロシフトが発生していない正常な波形の SRS 解析結果の例である。正側・負

側の SRS 解析結果がほぼ一致していることが分かる。 
この例からも分かる通り、正側・負側の SRS 解析結果を比較することは、隠れたゼロシフ

トの有無を確認するためにも重要である。 
 
 

 

図 5.1.2-1 SRS 結果の異常について 
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図 5.1.2-2 正・負 SRS によるゼロシフト判定 

 

5.1.3 速度の時系列波形による確認 
 加速度データを積分した速度の時系列波形による確認は、加速度データの時系列波形だけで

は確認できない隠れたゼロシフトの発見に有効である。積分は演算の特性上ローパスフィルタ

を持つ特性があるため、加速度データに混在している DC 成分や低周波数成分のノイズが強調

される。 
 加速度データを積分した速度の時系列波形について、以下の点について確認をすること。 

(1) 衝撃負荷前の速度がゼロであること。 
① 衝撃負荷以前に供試体が速度を持つ現象は、物理的に説明がつかない。 
② 衝撃を負荷する以前の時刻に速度が零でない場合は、計測データにノイズ等

（DC 電圧成分等）が混入していることが疑われる。 
(2) 衝撃負荷時刻後の速度に平衡点から徐々にずれるトレンド成分が無いこと。 

① ゼロシフトが発生した加速度の時系列波形を積分すると、ゼロシフト量の誤差

が累積されるため、トレンド成分を持つ結果が得られる。 
  
隠れたゼロシフトを速度の時系列波形により確認した例を図 5.1.3-1 に示す。加速度データ

の時系列波形（上図）は見た目には異常はないが、速度の時系列波形（下図）に大きなトレン

ド成分が見られる。これは、衝撃の負荷後に速度が時間に対して一定の割合で増加する運動（等

ゼロシフト発生例 正常な計測例

1.0 G≒9.8 m/s2 1.0 G≒9.8 m/s2

Time [sec] Time [sec]

Frequency [Hz] Frequency [Hz]
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加速度運動）が生じていることを示している。このような現象は、明らかに供試体の物理運動

では説明がつかない。このような場合は、計測データに欠陥が含まれると判断できる。 
この図 5.1.3-1 の例のように、一見すると加速度データの時系列波形が正常に見える場合で

も、速度データの時系列波形にトレンド成分が含まれている可能性があることに注意が必要で

ある。 
 

 

図 5.1.3-1 隠れたゼロシフトを含む、衝撃試験による加速度（上）及び速度の時系列波形

（下） 
 
 
 

1.0 G≒9.8 m/s2 Time [sec]

Time [sec]
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5.2 計測データに含まれる DC 成分の除去 
衝撃の負荷前から含まれる DC 成分がある場合、正確な SRS 解析結果を得るためには DC

成分の除去が必要である。DC 成分が含まれている加速度の時系列データの例を図 5.2-1 に示

す。 
この DC 成分の除去は、衝撃負荷前のデータ（加速度の時系列データ）の平均値を計算し、

計測した加速度データからこの平均値を除去することにより容易に処理することが可能であ

る。 
この DC 成分の処理にあたっての注意点を以下に示す。 

(1) 衝撃負荷前のデータの平均値の計算時間間隔「T」は、電源ノイズ（50Hz または 
60Hz）の影響による DC 成分の不安定性を考慮して決定すること。即ち、電源ノイ

ズの平均値がゼロとなるように電源ノイズの数周期分の計算時間間隔を用いること

が必要である。 
(2) 計測データに含まれる DC 成分を補正したデータについて、衝撃負荷前（図 5.2-1 中

の「T」の時刻）のノイズ値の SRS 解析を行い、衝撃負荷時の SRS 解析結果と比

較すること。衝撃負荷前と衝撃負荷時の SRS 解析結果の比が 6dB 以下である周波

数については、評価値として使用するべきではない。 
 
 
 

 

図 5.2-1 DC 成分が含まれているデータの例 
 
 
 
 
 
 

衝撃負荷前後で含まれるDC成分

T
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5.3 ゼロシフトが発生したデータの評価 
5.3.1 ゼロシフトとは 
ゼロシフトとは、衝撃負荷前に零であった加速度時系列波形の平衡点が、衝撃負荷後にシフ

トし零から外れる現象である。ゼロシフトが発生したデータのSRS解析結果を評価した場合、

低周波成分が実際の環境よりも高いレベルを示す。ゼロシフトは、衝撃試験の計測データに最

も多く発生している欠陥の一つである。 
ゼロシフトは、加速度の時系列波形から一目で判別できる場合が多いが、目視では認識でき

ない隠れたゼロシフトがある場合もあるので、注意を要する（図 5.1.2-1 の例）。 
衝撃試験による衝撃加速度は、短時間に数万 m/s2（数千 G）以上の高い加速度、かつ数十 kHz
に達する高周波数成分を生じる。その際の加速度センサの圧電素子の共振や加速度センサへの

過剰応力、シグナルコンディショナのオーバーロードなどによって、計測した加速度データに

ゼロシフトが発生する。JAXA の経験によると、４トン級以上の衛星の PAF（Payload Attach 
Fitting）分離衝撃試験において、音響試験や振動試験で使用したセンサをそのまま用いたため、

1 回の試験で 6 割強のデータにゼロシフトの発生が認められた例もある。ゼロシフトの発生を

抑制するためには、センサの選定、センサの取付・配線が重要である。（4.項参照） 
 ゼロシフトが発生したデータに対する最良の処置は、データを廃棄し、使用しないことであ

るが、加速度センサを用いた近傍環境の計測では、ゼロシフト発生の完全な防止は難しい。コ

スト、供試体の機器配置等を勘案すると、完全な防止策を実施することは現実的ではなく、供

試体への過負荷や累積疲労等の問題から、再試験の実施も難しい。ゼロシフトが含まれる計測

データを補正して利用することが最も現実的な手段である。なお、ゼロシフトが発生していて

も評価上問題がない場合は無視してもよい。 
 

5.3.2 ゼロシフト補正にあたっての注意点 
次項で示すゼロシフト補正にあたり、以下の点に注意する必要がある。 

(1) コンディショナのオーバーロード、サチレーション等、真の信号成分まで破壊され

ているような計測データに対しては、補正は不可能である。 
(2) ゼロシフトが発生した計測系について、センサ異常等の物理的な損傷も考えられる

ことから、センサに異常が無いことを確認する必要がある。 
(3) 加速度センサの圧電素子への過負荷、部品の瞬時移動によるヒステリシス現象（セ

ンサに加わった荷重が解放された後もすぐに最初の状態に戻らない現象）等による

ゼロシフトに対しては、真のデータは計測・保存されているため補正が可能である。 
(4) データの補正は、あくまで、計測信号の中の真の成分にゼロシフトによる偽の速度

成分が混在しているもののみに限定される。 
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5.3.3 ゼロシフト補正の手順 
 以下に、JAXA が開発したゼロシフト補正手法[5-3]の概略手順を示す。また、本補正手法

の原理・検証結果・適用例について、Appendix. D に示す。 
(1) 加速度の時系列データを積分して速度の時系列データを求める。 
(2) 上記で求めた速度の時系列データをウェーブレット変換し、ウェーブレット「レベ

ル」=“L”を徐々に増やして AL(t)と DJ(t)（J-1,2,3,...,L）に分解する。 
(3) あるレベルを超えると、点火時刻以前に大きな応答が現れてくる。L=1 から順番に

波形を確認し、点火時刻以前に初めて大きな応答が現れたレベルを最適「レベル」

=“Lopt”とする。 
(4) L=1 から Loptまでのデータを再構成する。（L=Lopt+1 以降のデータを除去する） 
(5) 再構成したデータを微分して補正後の加速度時系列データを得る。 

 
上記の手順による補正の流れを図 5.3.3-1 に示す。 
図 5.3.3-1 において、 
① 加速度の時系列データを積分して得られた速度の時系列データ s(t)を L8 まで分解

（図では、L1～L8）する。つまり、速度 s(t)が A8 と D1～D8 に分解される。 
② D8 の信号は、点火のタイミングより前に既に大きい応答が現れており、構造物の

衝撃によるものではないことから、Loptを L7 とする。 
③ D1～D7 を再構成し、ゼロシフトの無い速度の時系列データを得る。 
④ 上記の速度の時系列データを微分することで加速度の時系列データが得られる。 
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5.4 SRS（Shock Response Spectrum）解析 
 衝撃試験の最終的な評価は、一般的には衝撃応答スペクトラム（SRS:Shock Response 
Spectrum）解析により行う。Appendix E に SRS 解析の理論を示す。 

 
 

5.5 計測データの不確かさ評価 
5.5.1 不確かさとは 

測定値の信頼性を表す指標としてこれまで「誤差」が用いられてきたが、国際的な流れの中

では誤差の概念が否定されつつある。正確には知り得ない「真の値」からの差を示す「誤差」

という表現ではなく、元々測定できない「真の値」が測定値からどの程度のバラツキの範囲内

にあるかを示す、測定値の不確かさを表記する方法へ移行しつつある。 
バラツキの統計的な表現は、標準偏差 σであり、この標準偏差は標準不確かさとなる。計測

対象の真値は、計測値が含まれる確率分布の信頼水準内に存在する。正規分布を想定すると±2σ
範囲内（包含係数（Coverage Factor）：k=2）の信頼水準は 95%である。 

不確かさを用いた一例として、加速度センサの不確かさを示す例を図 5.5.1-1 に示す。この

例では 100Hz の感度は 1.302153 pC/(m/s2) ±1.1%（Uncertainty Estimate（95% Confidence, 
k=2））であることが分かる（pC = pico Coulomb：ピコクーロン（10-12クーロン））。 
不確かさによる表現は世界的に計量標準となっているが、現実には不確かさという概念が一

般的にはまだ広く認知されていないのが実情である。これまで使用してきた計測システムを全

て不確かさで表現し直すのには時間・労力を伴うが、世界の動向に合わせて今後順次見直して

いく必要があろう。 
 

5.5.2 計測データの厳密な評価 
衝撃試験の最終評価は、厳密には計測データに異常がない場合でも計測系によって異なる結

果が得られる。なぜならば、計測には不確かさが存在し、計測データは実際発生している加速

度を近似したものに過ぎないからである。従って、計測結果を厳密に評価するような場合は、

計測による不確かさを考慮する必要がある。 
計測データの不確かさは、加速度センサ、コンディショナ、AD コンバータなどを含めた不

確かさの和（合成不確かさ）の Square Root（二乗平均）である。計測データの不確かさは式

(5.5.2-1)によって計算できる。 
 

 𝑈𝑈𝑠𝑠𝑦𝑦𝑠𝑠 = (𝑈𝑈𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴𝐴2 + 𝑈𝑈𝐴𝐴𝐶𝐶𝐶𝐶2 + 𝑈𝑈𝐷𝐷𝐴𝐴𝐷𝐷2 )1 2�  (5.5.2-1) 

 
ここで、UACC、UCON、UDAS は加速度センサ、コンディショナ、AD コンバータなどのデジタ

ル処理系の不確かさである。 
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図 5.5.1-1 加速度センサの校正結果（不確かさ表現） 
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＜Appendix. C＞ ゼロシフト発生の原因 

 

C-1 圧電素子が使用されている加速度センサへの過剰応力によるゼロシフト 
 加速度センサに内蔵されている圧電素子に引張力または圧縮力が加わると、応力に比例して

分極により発生する電荷が信号として出力される。しかし圧電素子に過剰な応力がかかると、

分極前の状態に戻ることがあり、その結果加速度センサから偽の出力が発生しゼロシフトとし

て発現する。特に、圧電素子を用いた加速度センサは、一般的に共振周波数（数 10kHz）にお

いて 30dB を超える共振増幅率（Q 値）を有しており、共振周波数における入力負荷が大きい

場合、圧電素子に過剰応力が与えられることになる。 
衝撃試験の場合、高いピーク加速度かつ高周波数成分を持つ加速度が加速度センサに負荷さ

れるため、加速度センサの圧電素子に過剰応力が加わり、ゼロシフトを発生させる可能性が非

常に高くなる。 
 
 

C-2 センサのベース歪によるゼロシフト 
センサのベース歪（センサ取付け面の歪及びセンサ自身の曲げ変形）により、センサ素子の

プリロードが変化し、センサ内部パーツに物理的な運動が起こりゼロシフトが発生することが

ある。 
圧縮型と剪断型の加速度センサに、0.5 秒間に 300μ歪のステップ負荷を与えた際のセンサ

からの出力をそれぞれ図 C2-1(a)、(c)に示す。両タイプのセンサ出力に、スパーク状の出力が

現れている。歪の負荷後、圧縮型加速度センサに関してはコンディショナにオーバーロードが

発生しているのでコンディショナの時定数でゼロ点へ戻る。剪断型加速度センサに関しては、

すぐにゼロ点に戻る[C-1]。 
また、ベース歪を加えた条件下で衝撃加速度を負荷した場合の、圧縮型と剪断型の加速度セ

ンサからの出力結果を図 C2-1(b)、(d)にそれぞれ示す。このような場合、計測値には衝撃加速

度と、センサを取付けた供試体の共振による低周波成分を持つ加速度及びセンサのベース歪に

よる出力が混在した状態で現れる。図 C2-1(b)、(d)の例では、圧縮型加速度センサに関しては

主として 80msec の計測時間範囲内にゼロ点を離れる成分が表れ、剪断型加速度センサに関し

ては低周波成分が主に残っていることが分かる。 
ベース歪感度が小さいセンサを用いることにより、センサのベース歪によるゼロシフトの発

生を低減することができる。 
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図 C2-1(a) 圧縮型加速度センサのベース  図 C2-1(b) ベース歪を与えられた環境下で 
歪による出力               衝撃加速度を負荷した時の出力 

 

 
図 C2-1(c) 剪断型加速度センサのベース  図 C2-1(d) ベース歪を与えられた環境下で 

歪による出力               衝撃加速度を負荷した時の出力 
 
 

C-3 センサ部品の物理的な運動によるゼロシフト 
加速度センサの圧電素子への応力は、入力加速度に対する質量の反作用によって生じる。特

に、圧電素子の共振周波数では質量と圧電素子との間にずれが発生し易く、ゼロシフトの原因

となる（図 C3-1 中の圧電素子と質量間の横ずれ、等）。 
 

 
図 C3-1 代表的な加速度センサの構造 

2sec2sec
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2 mV 
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400 msec 

Courtesy of ENDEVCO 

Courtesy of ENDEVCO 

Courtesy of ENDEVCO 

Courtesy of ENDEVCO 

Courtesy of ENDEVCO 
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C-4 ケーブルノイズによるゼロシフト 
圧電素子型の加速度センサには、同軸ケーブル（ローノイズケーブル）が使用される。これ

らのケーブルは、高いインピーダンスの電荷を伝送する。十分に固定されていないケーブルは

弾性を持ち、高い加速度の衝撃を受けた場合、摩擦電気効果が生じて偽の信号出力の原因とな

り、ゼロシフトとして現れる。この現象は、振動試験・音響試験においてもケーブル取付け不

良がある場合発生するので注意が必要である。 
また、図 C4-1 に示すように、物理的に同軸ケーブルが壊れた場合、ケーブルの誘電体

（Dielectric）とその誘電体外側のシールド(Shield)との間が部分的に剥離し、この局部で電荷

が誘起される。この電荷は、アンプなどへ出力され、偽の信号出力の原因となる。そして、ケ

ーブルの剥離がなくなると誘導体及びシールドは、同電位となり、誘起されていた電子は次に

シールドの中へ流れて逆極性の第 2 パルスの原因となる。 
典型的なケーブルの運動によるゼロシフトの例を図 C4-2 に示す。この実験結果は、Endevco

社が公表したもので、半正弦波パルスを入力とし、Endevco 社の Compression Wave Shock 
Calibrator を使って行われたものである。この例のように、高インピーダンスの加速度センサ

を使用する場合、ローノイズケーブルを使用したとしても、容易に曲げられるような配線をし

ていると加速度応答データに逆極性のパルスが生じると共に、ゼロシフトの要因となる。 
 
 

 
図 C4-1 ケーブルの剥離で生じる電荷 

 

 
図 C4-2 ケーブル運動によるゼロシフト[C-1] 
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C-5 コンディショナのオーバーロードによるゼロシフト 
 ゼロシフトは、加速度センサ及びケーブル以外にコンディショナのオーバーロードが原因

となり発生することがある。コンディショナのオーバーロードは、加速度センサの出力周波

数成分ないし加速度ピーク値がコンディショナの特性範囲を超え、電気回路が飽和した状態

である。コンディショナ内部の電気回路が飽和状態から解放される時の過渡現象がゼロシフ

トを誘引すると考えられている。 
この様なコンディショナのオーバーロードに起因するゼロシフトは、補正しても信頼でき

る計測データとはならない。 
 
 

C-6 参考文献 
[C-1] Anthony.Chu, “Zeroshift of Piezoelectric Accelerometers in Pyroshock Measurements”, 

Pyrotechnic Shock Workshop, 57th Shock and Vibration Symposium, 1987. 
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＜Appendix. D＞ ゼロシフト補正の原理・検証結果・適用例 

 

D-1 ウェーブレットによる補正原理 
ゼロシフトが発生した加速度計測データを積分処理した速度の時系列結果は、ゼロを平衡の

中心とし、正負側に振れる正しい衝撃速度と、一方的に上昇または低下するゼロシフトの組み

合わせとなる（図 D1-1）。 
正しい速度は、時間とともに減衰し、平衡中心に戻ってくるので、瞬時的（ローカル）な現

象である。ゼロシフトを起こしている計測データに含まれている速度成分（偽の速度という）

は、時間とともに絶対値が漸次、増大する、長期的（グローバル）な現象である。 
 

 
図 D1-1 ゼロシフトが発生した信号の模式図 

 
この様なローカル現象とグローバル現象が混在する信号を処理する技術としては、ローカル

な時間領域を抽出するために数十年前に開発されたウェーブレット解析が最適である。 
周期現象に適するフーリエ変換（FFT：Fast Fourier Transform）は、ローカルな現象の表現

には適していない。対して、ウェーブレット解析は、長時間間隔ではより正確な低周波の情報、

短時間間隔では適切な高周波の情報の利用が可能であり、ローカルな現象のみならずグローバ

ルな現象を表現するのに非常に効果的な手法である。 
フーリエ変換に用いる基本波形とウェーブレット変換に用いる基本波形（マザーウェーブレ

ットと呼ぶ）の違いを図 D1-2 に示す。フーリエ変換に用いる正弦波波形は、周期を持って＋

と－の無限時間（空間）へ延々に伸びる波形を用いるのに対して、ウェーブレットに用いる波

形は一部の時間（空間）以外の時間（空間）では全てゼロであるローカルな波形を用いる。言

い換えれば、フーリエ変換は、異なる周波数（周期）を持つグローバルな基本波形によって波

形を表すのに対して、ウェーブレットはローカルなマザーウェーブレットを用いて波形を表現

する。ウェーブレットのマザーウェーブレットは非常に複雑で、ローカルな波形であることが

多い。 
ウェーブレットのパラメータは、マザーウェーブレットの種類及び表現する波形の細かさを

意味する「レベル」である。表現する波形はこれらのマザーウェーブレット群の組み合わせに

よって構成され、ウェーブレットの「レベル」によって分解されていき、高いレベルを指定す

ることで表現する波形はより細かく分解できる。 

加速度波形

正常な速度波形

＋

偽の速度波形

正常な速度波形

＋

偽の速度波形

正常な加速度波形

偽の加速度波形

＋

正常な加速度波形

偽の加速度波形

＋
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信号𝑠𝑠(𝑎𝑎)のウェーブレット変換は下記の式(D1-1)、(D1-2)の通り表現される。 
 

 𝐶𝐶(𝑎𝑎, 𝑏𝑏) = � 𝑠𝑠(𝑎𝑎)
1
√𝑎𝑎

𝜙𝜙 �
𝑎𝑎 − 𝑏𝑏
𝑎𝑎

�𝑑𝑑𝑎𝑎
∞

0
 (D1-1) 

 

 𝑠𝑠(𝑎𝑎) =
1
𝐾𝐾𝜙𝜙

� � 𝐶𝐶(𝑎𝑎, 𝑏𝑏)
1
√𝑎𝑎

𝜙𝜙 �
𝑎𝑎 − 𝑏𝑏
𝑎𝑎

�
𝑑𝑑𝑎𝑎 ∙ 𝑑𝑑𝑏𝑏
𝑎𝑎2𝑏𝑏𝑎𝑎

 (D1-2) 

 
ここで、𝜙𝜙(𝑎𝑎)はマザーウェーブレットであり、𝑎𝑎はスケール、𝑏𝑏はトランスレーション、𝐾𝐾𝜙𝜙は

マザーウェーブレット及び信号𝑠𝑠(𝑎𝑎)による定数である。 
通常、マザーウェーブレットは複雑な波形であり、様々なマザーウェーブレットが提案され

ているが、ゼロシフト補正においては、Daubechies（次数 N=3 の基本波形）のマザーウェー

ブレットを使用する。 
式(D1-1)で求めたウェーブレット係数𝐶𝐶(𝑎𝑎,𝑏𝑏)によって信号を図 D1-3 に示すように階層で分

離し、物理的にあり得ない（衝撃負荷時刻以前に速度が発生している、等）事象が発生してい

るレベルのデータを消去してデータを再構成することで、ゼロシフトを補正したデータを得る

ことができる[D-1]。 
 
 

 
図 D1-2 フーリエ変換とウェーブレット変換に用いる波形の比較 

（右図：Daubechies（次数 N=10）の基本波形） 
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図 D1-3 ウェーブレットによる信号分解 
 
ゼロシフト補正の手法については、海外でも研究が幾つか報告されている。指数関数あるい

はウェーブレット解析アプローチに基づいて、加速度信号の小さな欠陥を除去する手法の研究

[D-2]、多項式を使ってゼロシフト信号の速度を算出した研究[D-3]、などが報告されている。 
 
 

D-2 ゼロシフト補正手法の適用例および検証 
B-1 項で用いたものと同様の高衝撃加速度シミュレーターを使用して、ゼロシフト補正手法

の検証実験を行なった。棒に印加された衝撃加速度を、棒の中央に取付けてある歪ゲージで計

測した圧縮波の伝播から求めた加速度を基準値として用いて評価した。 
検証実験結果の一例として、加速度センサ Endevco 社製：2225 にピーク加速度約 20,000G

（1.0 G≒9.8 m/s2）の衝撃加速度を印加した結果を示す。本文 5.3.3 項の手順に従い、最適な

Loptを 7 とし、信号合成は D1～D7 を使用する。これらの結果を図 D2-1 に示す。図 B2-1 の左

側は計測した加速度及び速度の時系列波形、右側はゼロシフト補正後の加速度及び速度の時系

列波形である。補正前後の加速度時系列波形を比較すると、加速度に関しては、補正前後で見

た目に殆ど変化は無いが、速度に関しては、大きなトレンド成分が取り除かれていることが分

かる。 
補正後のデータを用いて求めた SRS 解析結果と歪みゲージで測定した基準の計測値から求

めた SRS 解析結果の比較を図 D2-2 に示す。補正後の値と基準値の SRS 解析結果の差は+4dB
以内であり、また安全側の結果が得られていることから、本ゼロシフト補正の妥当性が確認で

きた。 
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この補正手法を適用してゼロシフトを補正した実例を図 D2-3 に示す。上から、加速度、速

度及び SRS 解析結果をそれぞれ示す。左側の図は補正前の結果、右側は補正後の結果である。

加速度の時系列波形に関しては、見た目には補正前後で違いは見られないが、速度については、

補正により理にかなった振動信号に補正され、速度の偏った成分が補正されていることが分か

る。SRS 解析結果については、補正により正・負の SRS 解析結果が等しい値に近寄っている

ことが分かる。この例では、500Hz 以上の高周波成分は補正前後で等しい。 
衝撃試験の最終的な評価は、通常 SRS 解析の絶対値を評価するため、この実例の様に、隠

れたゼロシフトに気づかずに SRS 解析を実行した場合、実際には出ていない低周波域での過

大な応答に基づく誤った評価をする可能性があるため、注意が必要である。 
 

 
図 D2-1 基礎実験の計測データ（補正前（左）、後（右）） 
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図 D2-2 基礎実験の SRS 解析結果の比較 

 

 
図 D2-3 衛星 PAF 分離衝撃試験の補正例（補正前（左、補正後（右）））（1.0G≒9.8 m/s2） 
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＜Appendix. E＞ 衝撃応答スペクトラム（SRS）解析の理論 

 

SRS とは、図 E-1 に示すような一連の 1 自由度の振動系に、ベースから加速度�̈�𝑦(𝑎𝑎)が入力さ

れた時の、振動系の絶対加速度応答�̈�𝑥(𝑎𝑎)の最大ピーク値（MAX）である。図 E-1 中の、𝑚𝑚, 𝑘𝑘, 𝑐𝑐

はそれぞれ 1 自由度振動系の質量、剛性、減衰係数である。この計算を周波数毎に実行し、そ

れぞれの周波数に対応する最大値（MAX）をプロットしたものが SRS の解析結果である。 
ここで、1 自由度振動系の運動方程式を式(E1-1)で表す。 
 

 𝑚𝑚�̈�𝑥(𝑎𝑎) + 𝑐𝑐��̇�𝑥(𝑎𝑎) − �̇�𝑦(𝑎𝑎)� + 𝑘𝑘�𝑥𝑥(𝑎𝑎) − 𝑦𝑦(𝑎𝑎)� = 0 (E1-1) 
 
相対変位𝑧𝑧(𝑎𝑎) = 𝑥𝑥(𝑎𝑎)− 𝑦𝑦(𝑎𝑎)で表すと、式(E1-2)となる。 
 

 𝑚𝑚�̈�𝑧(𝑎𝑎) + 𝑐𝑐�̇�𝑧(𝑎𝑎) + 𝑘𝑘𝑧𝑧(𝑎𝑎) = −𝑚𝑚�̈�𝑦(𝑎𝑎) (E1-2) 
 
式(E1-2)をモードパラメータで表すと 
 

 �̈�𝑧(𝑎𝑎) + 2𝜉𝜉𝜁𝜁�̇�𝑧(𝑎𝑎) + 𝜁𝜁2𝑧𝑧(𝑎𝑎) = −�̈�𝑦(𝑎𝑎) (E1-3) 
 

ここで、𝜁𝜁 = �𝑘𝑘 𝑚𝑚⁄ 、𝜉𝜉 = 𝑐𝑐 (2𝑚𝑚𝜁𝜁)⁄ である。 
式(E1-3)で、加速度�̈�𝑦(𝑎𝑎)は任意の関数であり、一般的には式(E1-4)に示すような単位インパル

ス応答関数ℎ(𝑎𝑎)を用いて畳み込み積分により解く。 
 

 𝑧𝑧(𝑎𝑎) = � �̈�𝑦(𝜏𝜏)ℎ(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏)𝑑𝑑𝜏𝜏
𝑡𝑡

0
 (E1-4) 

 
式(E1-3)のような 1 自由度系のインパルス応答関数は式(E1-5)を解いたものである。 
 

 
�̈�𝑧(𝑎𝑎) + 2𝜉𝜉𝜁𝜁�̇�𝑧(𝑎𝑎) + 𝜁𝜁2𝑧𝑧(𝑎𝑎) = 0 
𝑧𝑧(𝑎𝑎 = 0) = 0,  �̇�𝑧(𝑎𝑎 = 0) = 1 

(E1-5) 

 
式(E1-5)の解は、 

 ℎ(𝑎𝑎) =
1
𝜁𝜁𝑑𝑑

𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉𝑡𝑡sin (𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎) (E1-6) 

 
である。 
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式(E1-6)を式(E1-4)に代入し、積分学の Leibnitz 則（式(E1-7)） 
 

 
𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑎𝑎
� 𝑓𝑓(𝜏𝜏)𝑔𝑔(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏)𝑑𝑑𝜏𝜏
𝑡𝑡

0
= 𝑓𝑓(𝑎𝑎)𝑔𝑔(0) + � 𝑓𝑓(𝜏𝜏)

𝑑𝑑𝑔𝑔(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏)
𝑑𝑑𝑎𝑎

𝑑𝑑𝜏𝜏
𝑡𝑡

0
 (E1-7) 

 
により、絶対加速度は 
 

�̈�𝑥(𝑎𝑎) =
1
𝜁𝜁𝑑𝑑

� �̈�𝑦(𝑎𝑎)[𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉(𝑡𝑡−𝜏𝜏)(𝜁𝜁𝑑𝑑
2 − 𝜉𝜉2𝜁𝜁2)sın𝜁𝜁𝑑𝑑(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏) + 2𝜉𝜉𝜁𝜁𝑑𝑑cos𝜁𝜁𝑑𝑑(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏)]

𝑡𝑡

0
𝑑𝑑𝜏𝜏

̈
 (E1-8) 

 
式(E1-8)を式(E1-4)と比べ、1 自由度系のインパルス加速度応答関数は 
 

ℎ�(𝑎𝑎) =
1
𝜁𝜁𝑑𝑑

𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉(𝑡𝑡)(𝜁𝜁𝑑𝑑
2 − 𝜉𝜉2𝜁𝜁2)sin(𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎) + 2𝜉𝜉𝜁𝜁𝑑𝑑 cos(𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎)

= 𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉(𝑡𝑡)[𝛼𝛼sin(𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎) + 𝛽𝛽cos(𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎)] 
(E1-9) 

 

となる。ここで、𝛼𝛼 = (𝜁𝜁𝑑𝑑
2 − 𝜉𝜉2𝜁𝜁2) 𝜁𝜁𝑑𝑑⁄ 、𝛽𝛽 = 2𝜉𝜉𝜁𝜁、𝜁𝜁𝑑𝑑 = �1 − 𝜉𝜉2𝜁𝜁である。 

1 自由度系の振動加速度応答とベース加速度との関係は 

 �̈�𝑥(𝑎𝑎) = � �̈�𝑦(𝜏𝜏)ℎ�(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏)𝑑𝑑𝜏𝜏
𝑡𝑡

0
 (E1-10) 

 
となる。 
式(E1-10)を離散化 t=kΔ（k=0,1,2,...）し、（Δはサンプリング刻み）離散化した式の両辺に z 変

換を施すと 
 

 �̈�𝑋(𝑧𝑧) = 𝐻𝐻�(𝑧𝑧)�̈�𝑌(𝑧𝑧) (E1-11) 
 
となる。 

ここで、�̈�𝑋(𝑧𝑧)、�̈�𝑌(𝑧𝑧)、𝐻𝐻�(𝑧𝑧)はそれぞれ�̈�𝑥(𝑎𝑎)、�̈�𝑦(𝑎𝑎)、ℎ�(𝑎𝑎)の z 変換であり、𝐻𝐻�(𝑧𝑧)は伝達関数と呼

ばれる。 
 

𝐻𝐻�(𝑧𝑧) = 𝑍𝑍�ℎ�(𝑎𝑎)�
= 𝛼𝛼𝑍𝑍�𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉(𝑡𝑡)sin(𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎)� + 𝛽𝛽𝑍𝑍�𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉(𝑡𝑡)cos(𝜁𝜁𝑑𝑑𝑎𝑎)�

=
𝐶𝐶𝑧𝑧2 + 𝐷𝐷𝑧𝑧 + 𝐸𝐸
𝑧𝑧2 − 𝐴𝐴𝑧𝑧 − 𝐵𝐵

 
(E1-12) 
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ここで、 
 

 𝐴𝐴 = 2cos(𝜁𝜁𝑑𝑑𝛥𝛥)𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉𝜉𝜉  

 𝐵𝐵 = − 𝑒𝑒−2𝜉𝜉𝜉𝜉𝜉𝜉  

 𝐶𝐶 = 2𝜉𝜉𝜁𝜁𝛥𝛥  

 𝐷𝐷 = 𝜁𝜁𝛥𝛥𝑒𝑒−𝜉𝜉𝜉𝜉𝜉𝜉 �
𝜁𝜁
𝜁𝜁𝑑𝑑

(1 − 2𝜉𝜉2)sin(𝜁𝜁𝑑𝑑𝛥𝛥) − 2𝜉𝜉cos(𝜁𝜁𝑑𝑑𝛥𝛥)�  

 𝐸𝐸 = 0  

 
 
式(E1-12)を式(E1-11)に代入すると、離散時系列における計算は式(E1-13)の逐次計算となる。 
 

�̈�𝑥(𝑘𝑘) = 𝐴𝐴�̈�𝑥(𝑘𝑘 − 1) + 𝐵𝐵�̈�𝑥(𝑘𝑘 − 2) + 𝐶𝐶�̈�𝑦(𝑘𝑘) + 𝐷𝐷�̈�𝑦(𝑘𝑘 − 1) + 𝐸𝐸�̈�𝑦(𝑘𝑘 − 2) (E1-13) 
 
衝撃応答スペクトラム解析は、ベースの加速度�̈�𝑦(𝑎𝑎)を入力とした場合の、式(E1-13)に示す 1
自由度振動系の加速度応答�̈�𝑥(𝑎𝑎)のデジタルフィルタの出力の最大値である。通常、SRS 解析で

は𝜉𝜉 = 5%、または𝑄𝑄 = 1 (2𝜉𝜉)⁄ = 10を用いるので、デジタルフィルタの増幅量は𝑄𝑄 = 10である。 
 
SRS の計算式は 
 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆�𝜁𝜁, �̈�𝑦(𝑎𝑎)� = max(|�̈�𝑥(𝑎𝑎)|) (E1-14) 
 
となる。 
任意の固有振動周波数𝜁𝜁について SRS 解析ができるが、一般的な SRS 解析は 1/6 オクター

ブバンドで行い、固有振動周波数はバンドの中心周波数とする。 
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図 E-1 衝撃応答スペクトラム解析モデル（1.0G≒9.8 m/s2） 
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＜Appendix. F＞ 宇宙機に使用される火工品 

 

F-1 火工品の構造、機能 
  衛星で使用される火工品は、構造、機能によって以下のような種類に分類される。 
  なお、本項で述べる火工品は JAXA 認定品に限定している。 
 
  (1) SN（セパレーションナット：Separation Nut） 

SN は、主に衛星分離及び衛星に搭載される大型構造物展開用に使用されるもので、衛星

とロケットを締結する火工品である。作動圧力源は PC（パワーカートリッジ）で、PC
の発生ガス圧により内部構成品が作動してボルト締結を解除し、構造体を分離する機能

を有する。放出されたボルトはボルトキャッチャーによって捕獲され、構造体の分離を

阻害しないような構造となっている。 
   SN はⅠ型とⅡ型の 2 種類があるが、両者の違いを表 F1-1 に示す。 
 

表 F1-1 セパレーションナットの種類 
 Ⅰ型 Ⅱ型 
ボルトサイズ 5/8 インチ（15.8mm） 5/16 インチ（7.9mm） 
保証荷重 220.6kN（22.5 トン） 46.1kN（4.7 トン） 
最小作動荷重 49kN（5 トン） 19.6kN（2 トン） 
最大作動荷重 171.6kN（17.5 トン） 36.3kN（3.7 トン） 

   注 保証荷重：負荷されても変形・破損しない荷重（ボルト側の保証荷重ではない） 
     最小作動荷重：セパレーションナットが作動可能な最小荷重 
     最大作動荷重：セパレーションナットが作動可能な最大荷重 
 
  (2) CA（カッター組立：Cutter Assembly） 
   カッターは衛星分離に主に使用されるものでマルマンバンドを締結するボルトを切断

する火工品であり、ボディにボルト切断のためのブレード、アンビルが組み込まれてい

る。作動圧力源は TBI（隔壁型起爆管）であるが、TBI は単独では作動できず、SCDF（高

密封形導爆線）、ID（鈍感型起爆管）を介して作動する。 
火工品ブロックを図 F1-1 に示す。 
 

 
 
 

図 F1-1 火工品ブロック図 
 
 

ID TBI CA 
SCDF 
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   CA は、CA-Ⅰと CA-Ⅱの２種類があるが、両者の違いは切断可能なボルトサイズであ

る。両者の切断可能なボルトサイズを表 F1-2 に示す。 
 

表 F1-2 カッターの種類と切断可能なボルトサイズ 
 CA-Ｉ CA-Ⅱ 
切断可能なボ

ルトサイズ 
Φ5.32mm 以下の 4340 合金鋼

（AMS6415J）。硬度 43HRC 以下 
Φ6～8.5 の 4340 合金鋼。 
硬度 45HRC 以下 

ボルト軸力 0～12.3kN（12.5 トン） 0～37.3kN（3.8 トン） 
 
   CA の作動原理を図 F1-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 F1-2 CA 作動原理 

 作動順序 
① ＴＢＩ発火 
② 圧力発生 
③ ブレード加速 

（運動エネルギ） 
④ ボルト切断 
⑤ アンビル食い込み 
⑥ 停止 
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  (3) WC（ワイヤカッター：Wire Cutter） 
   WC は、主に太陽電池パドル展開等に使用されるワイヤ切断用に使用される火工品であ

る。作動圧力源は PC（パワーカートリッジ）で CA と異なり、電気点火である。作動原

理は、CA と同一である。WC で切断可能なワイヤ仕様を表 F1-3 に示す。 
 

表 F1-3 WC で切断可能なワイヤ仕様 
ワイヤ仕様 Φ1.92mm 以下のチタン合金棒（MIL-T-9047G TI-6AL-4V ConditionA） 

Φ1.92mm 以下の炭素鋼またはステンレス鋼製ワイヤロープ 
（MIL-W-83420 TYPEⅠ CompositionB 7×19cont または    

JIS G 3535 A2 号 7×7） 
 
 
  (4) PC（パワーカートリッジ：Power Cartridge） 
   電気信号によりより作動し、燃焼ガスを発生し、SN（分離ナット）本体、WC（ワイヤ

カッター本体、火工品バルブ等を作動させる機能を有する。 
   衛星用の PC として、PC-120Ｓ、PC-150S、PC-180S がある。 
 
  (5) TBI（隔壁型起爆管：Through Bulkhead Initiator） 
   SCDF（高密封型導爆線）等の爆轟エネルギーによって起爆されて CA 等を作動させ、

起爆後は気密保持を行う機能を有する。衛星で使用される TBI の種類は TBI-CA、TBI-
Ⅱの 2 種類である。 

 
  (6) SCDF（高密封型導爆線：Shielded Confined Detonating Fuse） 
   ID（鈍感型起爆管）または、SCDF 自身の爆轟エネルギーによって起爆され、爆轟速度

6000m/sec 以上の速度で爆轟エネルギーを次段階の火工品へ伝達する機能を有する。

SCDF は衛星付近での使用を考慮して伝爆時のガスリークをなくしたものである。衛星

では TBI への伝爆に使用される。 
 
  (7) ID（鈍感型起爆管：Insensitive Detonator） 
   電気信号の入力により作動して燃焼を爆轟に遷移させ、伝爆ブロックを介して接続され

る SCDF を起爆する機能を有する。 
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F-2 衛星で使用されている火工品の種類 
   衛星では主に衛星分離、太陽電池パドルやアンテナ等展開用として火工品が使用される。 
   衛星で使用されている火工品の種類を表 F2-1 に示す。 
 

表 F2-1 火工品の種類 
名称 用途 概要図 

SN-Ｉ（S） 衛星分離、太陽電池パドル・アンテナ展開用 図 F2-1 
SN-Ⅱ（S） 衛星分離、太陽電池パドル・アンテナ展開用 図 F2-2 

CA 衛星分離、太陽電池パドル・アンテナ展開用 図 F2-3 
CA-Ⅱ 衛星分離用 図 F2-4 

WC（S） ワイヤ切断用 図 F2-5 
PC-120（S） WC 作動用 

図 F2-6 PC-180（S） SN-Ｉ作動用 
PC-150（S） SN-Ⅱ作動用 

TBI-CA CA 作動用 図 F2-3 及び 
図 F2-7 

TBI-Ⅱ CA-Ⅱ作動用 図 F2-4 及び 
図 F2-7 

SCDF TBI 作動用 図 F2-8 
ID SCDF 点火用 図 F2-9 

 
 

     

 
 

図 F2-1 SN-Ⅰ（S）概要      図 F2-2 SN-Ⅱ（S）概要 

パワー・カートリッジ（PC）取付時の状態を示す。 
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図 F2-3 CA 概要           図 F2-4 CA-Ⅱ概要 

 
 
 

 
図 F2-5 WCA（S）概要 

 
 
 

隔壁型起爆管 

パワー・カートリッジ（PC）取付

時の状態を示す。 
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図 F2-6 PC 概要図 

 

                  
図 F2-7 TBI 概要図 

 

 
図 F2-8 SCDF 概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 F2-9 ID 概要 
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F-3 火工品取扱い上の注意 
火工品に関わる作業は火薬類取締法等の法令を遵守する必要があるため、取扱いは指名

された有資格者が行う必要がある。従って火工品取扱い作業に直接関係しない者は火工品

取扱い場所に立ち入らないことが重要である。万一立ち入る場合は、下記の注意事項を遵

守すること。 
また、火工品取扱いに当たってはセパレーションナットのボルト挿入深さの規定等、取

扱説明書通りに取り扱わないと正常に作動しないため、火工品ごとに付属している取扱説

明書に従うこと。 
 

一般心得 

(1) 関係者以外は、火工品取扱い場所に近づかないこと。 
(2) 火工品取扱い作業は作業責任者の指示に従い、必要最小限の人数で行うこと。 
(3) 火気を使用しないこと。また、ライター等発火しやすい物を持ち込まないこと。 
(4) 静電気を発生させない衣類を着用し、リストスタット、静電靴により接地を行うこと。 
(5) 作業場所に不必要な火薬類を置かないこと 
(6) 火薬類の改造又は分解をしないこと。 
(7) また、作業場所ごとに火工品取扱いのルールが定められている場合は、そのルールに

従うこと。 
 

取扱い時の注意事項 

(1) 火工品取扱い作業は、指定された作業場所で行うこと。 
(2) 作業室には、定められている定員以上の人数を入れないこと。 
(3) 作業室に入る場合は、必ずアース板に触れること。 
(4) 火工品取扱い作業中は、できるだけ接地をしておくこと、また、作業室内で電熱又は

電動器具を使用してはならない。 
(5) 電気発火方式火工品は、取付け前に導通、絶縁点検を行うこと。その際は定められた

試験装置を使用し、回路に流れる電流が 10mA 以下であることを確認してから行うこ

と。 
(6) 電気発火方式火工品結線作業等取扱いを行う場合は、作業前にアース板に触れると同

時にリストスタット、静電靴等を使用し、静電気対策を行うこと。 
(7) 電気発火方式火工品のファラデイ・キャップは結線直前まで火工品に取付けておくこ

と。また、リード線がある場合は、リード線端末は結線するまでは短絡して絶縁被服

しておき、リード線は束ねて固定しておくこと。 
(8) 落雷の恐れのある場合は火薬類取扱い作業を中止し、接地線を外し、退避すること。 
(9) 火薬類に摩擦、衝撃を与えないこと。 
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＜Appendix. G＞ 動電型加振機による衝撃試験 

G-1 動電型加振機による衝撃試験の特徴 
 動電型加振機による衝撃試験は、規定された衝撃環境条件（SRS）を満たすように両

側振幅の周期的な加振波形を生成して衝撃荷重を負荷する試験方法や、半正弦波等の片

側振幅のパルス波形で規定された衝撃環境条件を満たすように衝撃荷重を負荷する試

験方法等、多様な試験方法に対応できる。 
 
通常、人工衛星の衝撃試験では、SRS で衝撃環境条件が規定される場合が多いため、

以下では、主に周期的な衝撃加振波形による試験方法について示し、参考として G-4 に

パルス加振波形による試験方法について示す。 
 

G-2 周期的な加振波形による衝撃試験方法 
(1) 試験実施方法 

動電型加振機を使用して衝撃環境条件（SRS）を満たすように衝撃荷重を負荷す

る試験方法は、一般的に以下のような方法で行われる。 
① 制御ソフトウェアに規定の衝撃環境条件（SRS）を入力する。 
② 制御ソフトウェアで①の環境条件を満たすような周期的な衝撃加振波形を生

成する。 
②  ②で生成した衝撃加振波形で加振を行う。 
衝撃環境条件（SRS）は、制御ソフトウェアの設定値を変更することで折れ点周

波数と折れ点周波数までの勾配を一定の範囲内で調整することができる。また、同

一の衝撃環境条件を満たすパルス加振波形による試験方法（G-4 参照）と比較する

と、負荷時間が長く衝撃加振波形の最大加速度が小さくなる傾向にある。 
制御ソフトウェアで生成される周期的な衝撃加振波形はトランジェント波の重ね

合わせで構成され、その計算方法には Wavelet 解析を用いる方法等がある。 
なお、制御ソフトウェアによって計算方法等が異なるため、同一の衝撃環境条件

であっても生成される衝撃加振波形は異なる。 
加振制御は、複数回の低レベル予備加振を行い加振系の伝達関数を取得し、加振

機への駆動信号を最適化することで精度よく規定レベルを印加することが可能であ

る。 
図 G2-1 に衝撃環境条件（SRS）をもとに生成した周期的な加振波形と、その加

振波形で加振した結果、得られた衝撃応答スペクトルの一例を示す。 
同図は，筑波宇宙センター所有の 18 トン振動試験設備で作成した加振波形であ

り、設備の仕様によって衝撃応答スペクトルの上限周波数が 2000Hzとなっている。 
このデータから、規定の衝撃環境条件に対して非常に精度よく衝撃負荷を印加で

きていることが分かる。 
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(a) 周期的な加振波形          (b)衝撃応答スペクトル 

図 G2-1 周期的な加振波形とその衝撃応答スペクトルの一例 
 
(2) 動電型加振機による試験の長所と短所 
   動電型加振機による試験の長所と短所を以下に示す。 

長所 
1)低レベルの予備加振を行うことで、非常に精度よく再現性の良い試験を行うこ

とができる。 
2)加振面の異なる計測点における加速度応答のバラツキ（加速度分布）が小さい。 
3)加振方向を指定し治具自体を加振するため、ハンマリング試験や落下試験と比

べてクロストークが小さい。 
4)一定の範囲で折れ点周波数及び折れ点周波数までの傾斜を容易に調整するこ

とができる。 
 

     短所 

1)負荷が可能な最大加速度と周波数範囲が設備の仕様によって制限される。 

・最大加速度𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚は式(G2-1)で計算されるため、加振機の最大加振力𝐹𝐹、可

動部質量𝑀𝑀1及び被試験物質量𝑀𝑀2（治具質量含む）の制限をうける。 
 

 𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 =
𝐹𝐹

𝑀𝑀1 + 𝑀𝑀2
 (G2-1) 

 

・最大加速度𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚は、(G2-1)式の制限に加え、振動試験設備可動部機構の設

計仕様（構造上の強度・剛性等）にも制約される（例えば、筑波宇宙セン

ターの所有する 18 トン振動試験設備では𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 = 1000[m/s2]）。 
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・最大周波数𝑓𝑓𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚は、振動試験設備可動部機構の設計仕様（共振周波数・ア

ンプのフィルター特性）に制約される（例えば、筑波宇宙センターの所有

する 18 トン振動試験設備では𝑓𝑓𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 = 2000[Hz]）。 
2)負荷が可能な加振波形は、低周波数帯の最大速度と最大変位の制限をうける。 
3)通常加振機の剛性は高いため機器の主要な共振周波数における動吸振器効果

が現れない可能性があり、これらの周波数における過負荷が発生する。 
 

(3) 標準的な衝撃試験手順 
図 G2-2 に標準的な衝撃試験手順を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 G2-2 標準的な衝撃試験手順 
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内であるか確認

治具の振動特性に問題がな
いか確認

タップチェックタップチェック 被試験物からの信号導通
確認

被試験物取り付けによる不
具合発生有無の確認

衝撃負荷による不具合発
生有無の確認
衝撃負荷による不具合発
生有無の確認

プリレベル加振で加振精度を調
整し、フルレベル加振を実施する。
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G-3 動電型加振機設備による衝撃試験結果の一例 
動電型加振機設備による衝撃試験の一例として、宇宙航空研究開発機構筑波宇宙セン

ターが所有する 18 トン振動試験設備を用いた衝撃試験について紹介する。以下に示す

結果は、鉛直方向に衝撃力を負荷した結果である。 
 

(1) システム構成 
 18 トン振動試験設備のシステム系統図を図 G3-1 に示す。システム構成の詳細は

[G-1]に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 G3-1 システム系統図 
 

(2) 設備の仕様 

 18 トン振動試験設備における衝撃試験の最大加振力は、353.0kN である。最大加

速度𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚は、可動部質量𝑀𝑀1及び被試験物質量𝑀𝑀2を用いて式(G2-1)で求まる。その上

限値は可動部機構の設計仕様（構造上の強度・剛性等）により𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 = 1000[m/s2]で

ある。また、最大周波数は可動部機構の設計仕様（共振周波数）により𝑓𝑓𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 =

2000[Hz]である。表 G3-1 に 18 トン振動試験設備の仕様を示す。 
 

表 G3-1 18 トン振動試験設備の仕様 
 垂直単体 垂直振動台 水平振動台 

振動台名称 ― AST-116V AST-210VDM AST-119HFS AST-114HS 

可動部質量 123 kg 636 kg 355 kg 568 kg 548 kg 

最大搭載質量 1000 kg 2000 kg 768 kg 2000 kg 2000 kg 

最低次固有振動数 1700 Hz 580 Hz 1000 Hz 570 Hz 680 Hz 

加振周波数範囲 5～2000 Hz 5～300 Hz 5～2000 Hz 5～300 Hz 5～2000 Hz 

冷却水系統 油圧系統 エアー系統

電気系統 制御系統

支持基礎

浮き基礎

防振機構

供試体
振動発生機

電力増幅器

冷却ユニット

油圧ユニット

冷却塔

コンプレッサー

計測装置
収録装置
解析装置

加振制御装置

設備制御卓

加振状況表示盤

通話装置

ＩＴＶ装置

無停電電源装置

制御 / 計測・収録・解析系 / 
設備制御卓

付帯設備系

加振系 / 振動台・ / 冷却装置

冷却水系統 油圧系統 エアー系統

電気系統 制御系統

冷却水系統 油圧系統 エアー系統

電気系統 制御系統

支持基礎

浮き基礎

防振機構

供試体
振動発生機

電力増幅器

冷却ユニット

油圧ユニット

冷却塔

コンプレッサー

計測装置
収録装置
解析装置

加振制御装置

設備制御卓

加振状況表示盤

通話装置

ＩＴＶ装置

無停電電源装置無停電電源装置

制御 / 計測・収録・解析系 / 
設備制御卓

付帯設備系

加振系 / 振動台・ / 冷却装置
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(3) 加振可能な衝撃環境条件 

 18 トン振動試験設備で加振可能な衝撃環境条件を表 G3-2 及び図 G3-2 に示す。

同表は可動部質量の上限値を 355kg に設定した際の値である。なお、海外では最大

加速度𝐴𝐴𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 = 6000 [m/s2]、最大周波数𝑓𝑓𝑠𝑠𝑎𝑎𝑚𝑚 > 2000[Hz]の加振が可能な動電型加振

機もあり、この場合衝撃環境条件の折れ点 SRS は数万 m/s2になると考えられる。 
 

表 G3-2 18 トン振動試験設備で加振可能な衝撃環境条件 

衝撃試験法 
衝撃環境条件 

折れ点周波

数 折れ点ＳＲＳ 勾配 

周期的な加振波形による試験 1000 Hz 2800 m/s/s 6～14 dB/OCT 

 

   
図 G3-2 18 トン振動試験設備で加振可能な衝撃環境条件 

 
 

(4) 加振性能 
18 トン振動試験設備による衝撃試験（周期的な加振波形による衝撃試験）の加振

性能の一覧を表 G3-3 に示す。表に示す値は、可動部質量と加振波形を変化させた

合計 18 回の衝撃試験結果から導いた値である。 
 
 

表 G3-3 18 トン振動試験設備の加振性能一覧 

衝撃試験法 

加振性能の比較 

加振精度※1 
[dB] 

空間バラツキ※2  
[dB] 

クロストーク※3  
 [dB] 

周期的な加振波形による試験 ±2 0.7 -10 以下 ( <1000Hz) 
0 以下 (1000～2000Hz) 

 

1

10

100

1000

10000

100 1000 10000
周波数　[Hz]

SR
S　

[m
/s

/s
] 衝撃環境条件１

衝撃環境条件２

加振機応答１

加振機応答２

設定可能な勾配範囲 
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※1：加振精度は、目標とする衝撃応答スペクトルと実際の加振機で計測された衝撃応

答スペクトルとの比で示している。式(G3-1)に計算式を示す。 
 

 𝐸𝐸 = 20log �
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑡𝑡𝑟𝑟𝑐𝑐
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓

� (G3-1) 

 
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓：目標とする衝撃応答スペクトル 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑡𝑡𝑟𝑟𝑐𝑐：加振機で計測された衝撃応答スペクトル 
 

※2：空間バラツキは、被試験物を設置する加振面の異なる 5 点で計測された衝撃応答

スペクトルの標準偏差に対応する。式(G3-2)に計算式を示す。 
 

𝜎𝜎 = �
1

𝑁𝑁 − 1
�(𝑥𝑥𝑖𝑖 − 𝑥𝑥𝑎𝑎𝑟𝑟𝑎𝑎)2
5

𝑖𝑖=1

    ,   𝑥𝑥𝑖𝑖 = 20log(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑖𝑖)   , 𝑥𝑥𝑎𝑎𝑎𝑎𝑟𝑟 =
1
𝑁𝑁
�𝑥𝑥𝑖𝑖 (G3-2) 

 
 
※3：クロストークは、鉛直方向に加振をした際の水平方向の出力応答を示し、加振面

で計測された衝撃応答スペクトルの水平方向成分と鉛直方向成分の比で表してい

る。式(G3-3)に計算式を示す。なお、表に示す値は対応する周波数範囲内で計測さ

れたクロストークの上限値である。 
 

 𝐸𝐸 = 20log �
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑧𝑧

� (G3-3) 

 
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑦𝑦：水平 y 方向の衝撃応答スペクトル 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑧𝑧：鉛直 z 方向の衝撃応答スペクトル 
 
 

G-4 （参考）パルス加振波形による衝撃試験方法 
 
  (1) パルス加振波形の特徴 

パルス加振波形による衝撃試験方法で用いる波形は、正弦半波、三角波、矩形波、鋸

波等の片側振幅波形がある。図 G4-1 にパルス加振波形の例を示す。 
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図 G4-1 パルス加振波形の一例 

 
また、図 G4-2 に計算により求めた正弦半波、鋸波、三角波の衝撃応答スペクト

ルを示す。 

 
図 G4-2 パルス加振波形の衝撃応答スペクトル（計算値）の一例 

 
図 G4-2 より、パルス加振波形の衝撃応答スペクトルの折れ点周波数は加振波形

の種類によって異なる。しかし、折れ点周波数までの勾配はいずれの加振波形でも

理論上は 6dB/OCT で一定である。これは、パルス加振波形の場合、そのパワース

ペクトルが低周波数帯において平坦となる特性を持つためである。 
図 G4-3 に正弦半波のパワースペクトルと正弦半波を入力として与えた際の 1 自

由度モデル（共振周波数数：500Hz,1200Hz,1900Hz, 2600Hz,3300Hz）の加速度応

答パワースペクトルを示す。1 自由度モデルの最大加速度は、図 G4-3(b)に示すパ

ワースペクトルの面積に比例するため、最大加速度は 1 自由度モデルの共振周波数

正弦半波
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に比例することになる。従って、入力波形のパワースペクトルが平坦となる周波数

帯では、衝撃応答スペクトルは周波数に比例して増大し、その勾配は 6dB/OCT で

一定となる。 
 

 
    (a) 正弦半波           (b) 1 自由度モデルの応答 

図 G4-3 正弦半波と 1 自由度モデルのパワースペクトル 
 
 
  (2) 動電型加振機を使用したパルス加振 

図 G4-4 に正弦半波を例にとり，実際の衝撃試験で用いられた加振波形とその

衝撃応答スペクトルを示す。 

 
(a) 実際の加振波形           (b) 衝撃応答スペクトル 

図 G4-4 動電型加振機による正弦半波の加振波形と衝撃応答スペクトルの一例 
 

図 G4-1 に示した理想的なパルス波形に対し、図 G4-4(a)に示す動電型加振機を

用いた実際の加振波形は負側にも加速度を有していることが分かる。 
これは、実際の動電型加振機による加振では加振後に加振機の速度と変位をゼ

ロにする必要があるためである。 
図 G4-5 に実際の加振波形を理想的な正弦半波と補正波（加振終了時の速度と

変位をゼロとするために必要な加振波形）に分けて 1 自由度モデルに与えた結果

を示す。 
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(a) 実際の加振波形     (b) 1 自由度モデル（200Hz）の時刻歴波形 

図 G4-5 動電型加振機による正弦半波の加振波形と 1 自由度モデルの時刻歴波形 
 
 
図 G4-5(b)から、実際の加振波形は、理想的な正弦半波が作用したときの応答と

補正波が作用したときの応答の線形和として考えることができる。 
このとき、理想的な正弦半波と補正波が作用したときの 1 自由度モデルの応答

はお互いに打ち消し合うように作用するため、実際の加振波形の SRS 値は理想的

な正弦半波の SRS 値よりも小さくなる。 
この影響は衝撃応答スペクトルの低周波数帯で顕著に見られるが、これは、低

周波数帯の加速度ほど速度や変位に影響を与え、加振後の速度や変位をゼロにす

るために生じる補正波の影響を受けやすくなるためである。 
そのため折れ点周波数までの勾配は、理想的なパルス加振波形では 6dB/OCT と

なるのに対し、実際の加振波形では使用する制御装置のソフトウェア等で決定さ

れる加振波形の負側の形状に依存し、必ず 6dB/OCT よりも大きくなる（図 G4-4
の例では、概ね 11dB/OCT）。 
なお、パルス加振波形による衝撃試験を動電型加振機で行う場合は、最大加速

度と負荷時間によって折れ点周波数（図 G4-4(b)参照）が変化するが、折れ点周波

数までの勾配はこれらのパラメータが変わっても変化しない。 
 
 

G-5 参考文献 
[G-1] “18 トン振動試験設備ユーザーズマニュアル”, 宇宙航空研究開発機構環境試験技術セ

ンター, Apr.2010 
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＜Appendix. H＞ 衝撃試験における衝撃応答のばらつきについて 

衝撃試験における衝撃応答のばらつきについて検討した結果を紹介する。 
 
H-1 項において衝撃試験結果を整理し、同一コンフィギュレーションで 2 回の衝撃試

験を実施したときの衝撃応答のバラツキ（標準偏差）𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡を求めた。次に、H-2 項にお

いてモンテカルロ法による数値シミュレーションを行い、H-1 項で得られた標準偏差

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡を補正し、衝撃試験全体の衝撃応答のバラツキを推定した。 
 
 

H-1 衝撃試験結果の整理 
 筑波宇宙センターで行われた実衛星 4 機の試験結果を整理した。対象とした衝撃試験

は、いずれも同一コンフィギュレーションで 2 回の衝撃試験を行ったものである。衝撃

応答の再現性の検討は、1) 近傍環境、2) 中間・遠方環境の 2 つの環境に対して実施し

た。表 H1-1 に統計処理で用いた衝撃試験データの概要を示す。 
 

表 H1-1 試験データの概要（実衛星 4 機分） 

環境 計測点の位置 コンフィギュレーション数 
P 

計測点数 
M 

近傍環境 V バンドクランプ取付部 6 32 

近傍環境 ボルトカッター取付部 10 54 

中間・遠方環境 
衛星パネル上 

（ボルトカッター取付パネ

ル） 
82 611 

 
 衝撃試験結果の整理は以下の手順で実施した。 
 
(1) 同一コンフィギュレーションで実施した 2 回の衝撃試験の結果（SRS 値）を式

(H1-1)を用いて対数スケールに変換する。そして、同一コンフィギュレーション、

同一計測点での 2 つの結果の平均値を式(H1-2)で計算する。以上の計算を全コン

フィギュレーションの全計測点で実施する。 
 

 𝑦𝑦𝑓𝑓0
𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑘𝑘 = 20 log10�𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓0

𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑘𝑘� (H1-1) 

 

 𝜇𝜇𝑓𝑓0
𝑖𝑖,𝑗𝑗 =

1
2
�𝑦𝑦𝑓𝑓0

𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑘𝑘
2

𝑘𝑘=1

 (H1-2) 
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𝑖𝑖：コンフィギュレーション数（＝1～P） 
𝑗𝑗：計測点数（＝1～M） 
𝑘𝑘：試験回数（＝1, 2） 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑓𝑓0
𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑘𝑘

：周波数𝑓𝑓0の SRS 値 

 
 

(2) 全コンフィギュレーションの全計測点に対して、平均値からの誤差を以下の式で

計算する。誤差𝛿𝛿�𝑦𝑦𝑓𝑓0
𝑖𝑖,𝑗𝑗�のサンプル数は、P×M 個となる。図 H1-1 に誤差のイメー

ジ図を示す。 
 

 𝛿𝛿�𝑦𝑦𝑓𝑓0
𝑖𝑖,𝑗𝑗� = �𝑦𝑦𝑓𝑓0

𝑖𝑖,𝑗𝑗,𝑘𝑘 − 𝜇𝜇𝑓𝑓0
𝑖𝑖,𝑗𝑗�

𝑘𝑘=1 𝑜𝑜𝑟𝑟 2
 (H1-3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 H1-1 統計処理のイメージ図 
 
 
(3) 上記(2)で求めた 2 回の衝撃試験結果における平均値からのバラツキ（標準偏差

𝜎𝜎𝑓𝑓0,𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡）を以下の式で計算する。 

 

 𝜎𝜎𝑓𝑓0,,𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡 = �
1

𝑃𝑃𝑀𝑀 − 1
� �𝛿𝛿 �𝑦𝑦𝑓𝑓0

𝑖𝑖,𝑗𝑗��
2

𝑃𝑃,𝑀𝑀

𝑖𝑖=1,𝑗𝑗=1

 (H1-4) 

𝑃𝑃：コンフィギュレーション数、𝑀𝑀：計測点数、 
 
 
 

Freq. [Hz]

lo
g(

SR
S)

 [m
/s

/s
] １回目

２回目
平均値

δ
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 なお、本手順では、衝撃試験で得られた全計測データを混合して標準偏差𝜎𝜎𝑓𝑓0𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡を求

めており、各センサの計測方向（面内・面外方向）は区別していない。 
 

 図 H1-2 と図 H1-3 に近傍環境ならびに中間・遠方環境における統計処理の結果を示

す。横軸は SRS の周波数を示し、縦軸は式(H1-3)で求まる標準偏差𝜎𝜎𝑓𝑓0,𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡[dB]を示す。

図 H1-2 より、近傍環境については、低周波領域での標準偏差が 1dB 以上となっている

ものの、高い衝撃応答を示すことが多い 500Hz 程度以上での標準偏差は最大 1dB 程度

である。また、図 H1-3 より、中間・遠方環境については全周波数領域において概ね一

様な値となっており、その値は最大 1dB 程度である。 
 以上より、本検討では、衝撃試験において高い衝撃応答を示すことの多い周波数領域

（500Hz 程度以上）について着目し、その標準偏差𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡は周波数に依らず 1.0dB とす

る。（注：𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡 =1.0dB は、同一コンフィギュレーションで 2 回の衝撃試験を実施したと

きの同一点の衝撃応答のバラツキである。衝撃試験全体の衝撃応答のバラツキについて

は、H-2 項において求める。） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（a）V バンドクランプ取付部      （b）ボルトカッター取付部 
        （P=6, M=32）            （P=10, M=54） 

図 H1-2 近傍環境の衝撃応答の再現性 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 H1-3 中間・遠方環境の衝撃応答の再現性（P=82, M=611）  
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H-2 衝撃試験全体の衝撃応答のばらつき推定 
 H-1 項では、同一コンフィギュレーションで 2 回の衝撃試験を行った際の衝撃応答の

ばらつきを求めた。このとき、衝撃試験全体の衝撃応答のばらつきは未知である。 
 本項では衝撃試験全体の衝撃応答のばらつきを推定することを目的とし、モンテカル

ロ法を用いた数値シミュレーションを行った。 
 
 モンテカルロ法を用いた数値シミュレーションは、以下の手順で実施した。 
 

(1) 平均値𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠 = 0、標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠 = 1.0である標準正規分布に従う母集団（図

H2-1）よりランダムに 2 値を抽出し、2 値の平均値を求める。（式(H1-2)に対

応） 
 
(2) 2 値と 2 値平均値との誤差𝛿𝛿𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠を求める。（式(H1-3)に対応） 
 
(3) 上記(1), (2)を 1E+7 回繰り返し、サンプル数：1E+7 個の誤差𝛿𝛿𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠を求める。 
 
(4) サンプル数：1E+7 個の誤差𝛿𝛿𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠の標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠を求める。（式(H1-4)に対応） 

 
 

 

図 H2-1 平均値𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠 = 0、標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠 = 1.0である標準正規分に従う母集団 
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 数値シミュレーションの結果、誤差𝛿𝛿𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠は平均値𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 = 0、標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 = 0.707の標

準正規分布に従うことがわかった（図 H2-2）。 
 
 数値シミュレーションでの母集団の標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠 = 1.0[dB]（H-1 項）と誤差𝛿𝛿𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠の

標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 = 0.707の関係より、衝撃試験全体の衝撃応答の標準偏差𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑠𝑠は次式で推

定される。 
 

 
𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡
𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑠𝑠

=
𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠
𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠

 (H2-1) 

 

𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡,𝑠𝑠 = 𝜎𝜎𝑡𝑡𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡 ×
𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠,𝑠𝑠

𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠

= 1.0 [dB] ×
1.0

0.707
= 1.414[dB] 

(H2-2) 

 
 

 
図 H2-2 母集団からランダムに抽出した 2 値と 2 値平均値との誤差𝛿𝛿𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠の分布 

（平均値𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 = 0、標準偏差𝜎𝜎𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 = 0.707）
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＜Appendix. J＞ V バンドクランプ衝撃源直近の簡易応答解析法 

V バンドクランプ衝撃源直近の簡易応答解析法は、宇宙機をロケットから分離する際

に宇宙機インターフェース部に負荷する衝撃環境を簡易的に予測する方法である。以下

では、簡易応答解析法モデル化の仮定、及び簡易応答解析法を用いて V バンドクランプ

衝撃源直近の衝撃環境条件を計算するプロセスについて示す。そして、実衛星 4 機の V
バンドクランプ分離衝撃試験に対し、簡易応答解析法を適用した例を紹介する。 

 

J-1 簡易応答解析モデル化の仮定 
簡易応答解析法では、以下の条件を仮定してモデル化する。 
 
(1)  衛星リング上の V バンドクランプ締付け部を解析対象とし、図 J1-1 に示すよ

うに断面積一様な円環リング構造と仮定する。また、衛星リングと PAF 側リン

グとの剛性が等しく、V バンドクランプの締結力が両者に均等に負荷されると仮

定する。なお、モデル化にあたって衛星リング上部及び PAF 下部の円筒部の影

響は無視している。 
 
 
 
 
 
 
 

図 J1-1 円環リングの断面積の対応部分 
 

(2)  V バンドクランプ締付け部（円環リング部）について、衛星リング側と PAF 側

の構造パラメータは同一である。 
 
(3)  V バンドクランプを締結する箇所は 2 箇所（90°及び 270°）とする（図 J1-

2）。このとき、衛星リング円周方向の荷重分布は次式で得られる [J-1]。なお、式

(J1-1)中の𝑇𝑇0は V バンドクランプの締結力を、𝑃𝑃(𝜃𝜃)は衛星リングのみの荷重分布

を示す。 

 𝑃𝑃(𝜃𝜃) =

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧𝑇𝑇0
𝑎𝑎

exp �
𝜇𝜇(𝛽𝛽1 − 𝜃𝜃)

sin𝛼𝛼
� (0 ≤ 𝜃𝜃 < 𝜋𝜋)

𝑇𝑇0
𝑎𝑎

exp �
𝜇𝜇(𝛽𝛽2 − 𝜃𝜃)

sin𝛼𝛼
� (𝜋𝜋 ≤ 𝜃𝜃 < 2𝜋𝜋)

 (J1-1) 

（※記号が表わすパラメータについては表 J2-1 参照） 

衛星リング

PAF

Vバンドクランプ

拡大図

円環リングモデル
（断面積A）

半径 r
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図 J1-2 V バンドクランプ締結箇所 
 
 

(4)  円環リングの振動をモード座標系に射影して解析する。円環リングのモードは

円環伸縮モード及び円環曲げモードからなる。これらのモードの固有角振動数𝜁𝜁

および固有振動モード形状𝜙𝜙は次式で求められる。 
 

円環伸縮モード： 

⎩
⎨

⎧ 𝜁𝜁𝑘𝑘 = �
𝐸𝐸(1 + (𝑘𝑘 − 1)2)

𝜌𝜌𝑎𝑎2

𝜙𝜙𝑘𝑘(𝜃𝜃) = cos�(𝑘𝑘 − 1)𝜃𝜃 + 𝜆𝜆𝑘𝑘�

 (J1-2) 

 

円環曲げモード： �𝜁𝜁𝑘𝑘 = �
𝐸𝐸𝐸𝐸𝑘𝑘2(1 − 𝑘𝑘2)2

𝜌𝜌𝐴𝐴𝑎𝑎4(1 + 𝑘𝑘2)

𝜙𝜙𝑘𝑘(𝜃𝜃) = cos(𝑘𝑘𝜃𝜃 + 𝜆𝜆𝑘𝑘)

 (J1-3) 

（※記号が表わすパラメータについては表 J2-1 参照） 

 
ここで、円環伸縮及び円環曲げの固有振動モード形状を、図 J1-3 に示す円環

リング上の座標（𝑟𝑟, 𝜃𝜃）を用いて表す。円環リングの半径を𝑟𝑟、接線方向変位を𝑤𝑤、

半径方向変位を𝑢𝑢すると、これらの間には𝑢𝑢 = −𝑟𝑟𝑤𝑤の関係が成り立つ。 
図 J1-4 及び図 J1-5 に、円環伸縮及び円環曲げ 1～4 次モードの接線方向及び

半径方向の変位を、横軸を𝜃𝜃として示す。これらの図に示す通り、円環伸縮モー

ドは接線方向（面内方向）に、円環曲げモードは半径方向（面外方向）に変位を

生じ、モード次数が大きくなるにつれて節と腹の数が多くなる。また、図J1-6に、

円環リングを上面から見た場合の固有振動モード形状を示す。この図に示す通り、

円環伸縮 1 次モードは全周に同一の変位を生じる膨張収縮モードである。 

θ
0

β1=π/2

β2=3π/2

：Vバンドクランプ締結箇所
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図 J1-3 円環リング上の座標 

 
 

 

図 J1-4 円環伸縮の固有振動モード形状（1～4 次） 
 
 

 

図 J1-5 円環曲げの固有振動モード形状（1～4 次） 
 
 

  

u
w

O
θ

r

w

θ0 2π

伸縮1次

伸縮2次

伸縮3次

伸縮4次

u

θ0 2π

曲げ1次

曲げ2次

曲げ4次

曲げ3次
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(a) 伸縮 1 次     (b) 伸縮 2 次、曲げ 1 次  (c) 伸縮 3 次、曲げ 2 次 
 

     

(d) 伸縮 4 次、曲げ 3 次        (e) 曲げ 4 次 

図 J1-6 固有振動モード形状（1～4 次、円環リングを上面から見た図） 

 
 
 
 

また、モード座標系の振動方程式は次式となる。 
 

 �̈�𝑞𝑘𝑘(𝑎𝑎) + 2𝜁𝜁𝑘𝑘𝜁𝜁𝑘𝑘�̇�𝑞𝑘𝑘(𝑎𝑎) + 𝜁𝜁𝑘𝑘
2𝑞𝑞𝑘𝑘(𝑎𝑎) = 𝐹𝐹𝑘𝑘(𝑎𝑎) (J1-4) 

 
𝑞𝑞𝑘𝑘(𝑎𝑎)：k 次モード変位  𝜁𝜁𝑘𝑘：k 次モード減衰比 

𝐹𝐹𝑘𝑘(𝑎𝑎)：k 次モード加振力[N] 

 
 

(5)  V バンドクランプの締結力解放は瞬時に行われる（次式）。 
 

 𝐹𝐹𝑘𝑘(𝑎𝑎) = �
𝐹𝐹𝑘𝑘,0 (0 < 𝑎𝑎 < 𝑎𝑎𝑟𝑟)

0 (𝑎𝑎𝑟𝑟 ≤ 𝑎𝑎)
 (J1-5) 
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ここで、𝐹𝐹𝑘𝑘(𝑎𝑎)は k 次モード加振力であり、式(J1-4)右辺と同一である。また、𝐹𝐹𝑘𝑘,0

は次式で求められる。 
 

    𝐹𝐹𝑘𝑘,0 =
𝑎𝑎

�𝑚𝑚𝑘𝑘
� 𝑃𝑃(𝜃𝜃)𝜙𝜙𝑘𝑘(𝜃𝜃)𝑑𝑑𝜃𝜃
2𝜋𝜋

0
 (J1-6) 

 𝑚𝑚𝑘𝑘 = 𝜌𝜌𝐴𝐴𝑎𝑎� 𝜙𝜙𝑘𝑘2(𝜃𝜃)𝑑𝑑𝜃𝜃
2𝜋𝜋

0
 (J1-7) 

 
 
(6)  上記(4)に示した多自由度振動系について、円環リングの振動を円環伸縮 1 次

モード（膨張収縮モード）で近似する。 
図 J1-7 に、式(J1-6)より得られるモード加振力の一例を示す。円環伸縮 1 次の

モード加振力は他のモード加振力より 20dB 以上大きく、円環伸縮 1 次モードが

最も励起されることが分かる。 
 

 

 
図 J1-7 モード加振力 

 
 
次に、図 J1-8 に多自由度モデルで得られた衝撃応答解析結果を示す。横軸は

円環伸縮 1 次モードの共振周波数、縦軸は SRS の最大値で正規化して示す。図

J1-8 より、周波数－SRS 曲線の最大値は円環伸縮 1 次モードの共振周波数に該

当する。よって、衝撃応答の最大値を求める際には、円環リングの振動を円環伸

縮 1 次モード（膨張収縮モード）で近似することは妥当であると考えられる。 

-100 
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円環伸縮 3 次モード 
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円環曲げモード 

※円環伸縮 2, 4 次モード加振力は、 
-300dB 程度であり、非常に小さい 
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図 J1-8 多自由度モデルによる衝撃応答解析結果 
 
 
 

J-2 簡易応答解析法の計算プロセス 
簡易応答解析法は、V バンドクランプ衝撃源直近の複雑な衝撃応答を円環伸縮 1 次モ

ード（膨張収縮モード）で近似して解析を行う。以下に、簡易応答解析法の計算プロセ

スを示す。 
 

(1) 解析パラメータの準備 
簡易応答解析法を適用するにあたって必要となる解析パラメータを準備する。

表 J2-1 に必要となる解析パラメータを示す。 
 

表 J2-1 解析パラメータ 
パラメータ 記号 単位 

衛星リング 

半径*1 𝑎𝑎 [m] 
断面積*1 𝐴𝐴 [m2] 
ヤング率 𝐸𝐸 [Pa] 
密度 𝜌𝜌 [kg/m3] 

減衰比*2 𝜁𝜁 ― 

V バンドクランプ 初期締結力 𝑇𝑇0 [N] 
V 形状断面の角度 𝛼𝛼 [deg] 

V バンド－衛星リング間 摩擦係数 𝜇𝜇 ― 
*1 図 J1-1 を参照。  *2 6%～9%の値をとる場合が多い（参考文献[J4-2]）。 
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(2) 衛星リング円周方向の荷重分布 
式(J1-1)より、V バンドクランプ締結による円周方向の荷重分布𝑃𝑃(𝜃𝜃)を求める。 

 
(3) 膨張収縮モードの固有角振動数および固有振動モード形状 

式(J1-2)及び式(J1-3)より、膨張収縮モードの固有角振動数および振動モード形

状を求める。 
 

(4) 膨張収縮モードに対する加振力 
式(J1-5)～式(J1-7)より、膨張収縮モードに対する加振力（時系列）を求める。 

 
(5) 過渡応答解析 

1 自由度振動系の応答を、デュアメル積分（Duhamel Integration）を用いた過

渡応答解析よって求める。減衰を考慮したデュアメル積分は次式で定義される。 
 

 𝑞𝑞(𝑎𝑎) =
1

𝑚𝑚𝜁𝜁𝑑𝑑
� 𝑒𝑒−𝜁𝜁𝜉𝜉(𝑡𝑡−𝜏𝜏) sin𝜁𝜁𝑑𝑑(𝑎𝑎 − 𝜏𝜏)𝐹𝐹(𝜏𝜏)𝑑𝑑𝜏𝜏
𝑡𝑡

0
 (J2-1) 

 

ここで、𝜁𝜁𝑑𝑑 = 𝜁𝜁�1− ζ2 であり、上式で得られる変位𝑞𝑞(𝑎𝑎)を時間微分すること

により、速度�̇�𝑞(𝑎𝑎)及び加速度�̈�𝑞(𝑎𝑎)を得る（次式）。 
 

 �̇�𝑞(𝑎𝑎) =
𝑑𝑑𝑞𝑞(𝑎𝑎)
𝑑𝑑𝑎𝑎

 (J2-2) 

 �̈�𝑞(𝑎𝑎) =
𝑑𝑑�̇�𝑞(𝑎𝑎)
𝑑𝑑𝑎𝑎

 (J2-3) 

 
(6) 折れ点 SRS の計算 

式(J2-3)で求めた膨張収縮モードの加速度を SRS 値に近似変換する（次式）。 
 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 ≈ max{|�̈�𝑞(𝑎𝑎)|} × Q (J2-4) 

 
なお、上式の近似変換によって生じる SRS 値の誤差は 0.1dB 以下であり、無

視できる。 
 

(7) 衝撃環境条件の折れ点の計算 
式(J2-4)で求めた折れ点 SRS を対数スケールに変換し、包絡マージンを加える

（式(J2-5)）。式中に示す𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠は実衛星の衝撃試験（8 回分）との比較により統計的
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に求めた解析結果𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠と試験結果の誤差の平均値、𝜎𝜎は解析結果𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠と試験結

果の誤差のばらつき及び試験結果の各計測点のばらつきを意味し、これらの値を表

J2-2 に示す [J-2]。また、𝑘𝑘は統計的な上限値（P95/50 もしくは P99/90）を算出す

る際の定数であり、その値を表 J2-3 に示す。 
式(J2-5)の計算結果を線形スケールに変換することで衝撃環境条件の折れ点加

速度を求める。 
 

 20log10�𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠𝑟𝑟𝑠𝑠� = 20log10(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠) + 𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 + 𝑘𝑘𝜎𝜎 (J2-5) 

 
表 J2-2 𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠および𝜎𝜎 

𝜇𝜇𝑠𝑠𝑖𝑖𝑠𝑠 𝜎𝜎 
-3.34 3.58 

 
表 J2-3 係数𝑘𝑘 

P95/50 P99/90 
1.64 2.33 

 
 

(8) 衝撃環境条件の設定 
(7)で求めた衝撃環境条件の折れ点を基準として、図 J2-1 に示すように、2 本の

直線を引くことで衝撃環境条件を設定する。一般には、折れ点周波数より低い周波

数帯では、6dB/OCT～9dB/OCT の間で勾配を設定する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 J2-1 衝撃環境条件の設定例 

 
 

  

解析結果
（SRS折れ点）

包絡マージン

6～9 dB/OCT
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J-3 適用例の紹介 
    図 J3-1、図 J3-2 に、簡易応答解析法を用いて実衛星の V バンドクランプ衝撃源直近

の衝撃環境条件を求めた例を示す。 
    図 J3-1 は、V バンドクランプの締付力を 2 段階に変化させて衝撃試験を実施した結

果である。図 J3-2 は衛星分離部の構造特性が異なる実衛星 3 機の衝撃試験結果である。

図の解析結果は、包絡マージンの値として P95/50 の値を用いており、折れ点周波数よ

り低い周波数帯では 9dB/OCT の勾配を設定した。また、表 J2-1 中の V バンド－衛星リ

ング間の摩擦係数は 0 としている。なお、図の縦軸と横軸は、解析で得られた折れ点の

値で縦軸・横軸ともに正規化している。 
    これらの図より、簡易応答解析法で求めた衝撃環境条件は、V バンドクランプ締結力

及び衛星分離部の構造特性の違いに関係なく、衝撃試験結果を良い精度で包絡している。

また、折れ点周波数より低い周波数帯の SRS の勾配も概ね 9dB/OCT に近い結果となっ

ている。なお、同図（a）で一部の高周波領域において予測結果を逸脱しているが、全体

的によく包絡している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 締結力（小）           (b) 締結力（大） 
図 J3-1 締結力を変化させた際の衝撃環境条件の解析結果（衛星 1） 
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(a) 衛星 1              (b) 衛星 2 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(c) 衛星 3 
図 J3-2 実衛星 3 機の衝撃環境条件の解析結果（衛星リング半径方向（面外方向）） 
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＜Appendix. K＞ 衝撃試験実施時の入力衝撃波形に関する注意点 

 

火工品を用いない機器単体の衝撃試験における衝撃環境条件の規定方法では、衝撃応答スペ

クトラム（SRS）で規定された衝撃（以下、「SRS 規定値」という）を負荷することを前提とし

て、落下衝撃試験方式やハンマリングなどによる「1 回の瞬時負荷」を基本としている（2 項

2.3）。しかしながら、衝撃試験設備の能力など試験実施上の制約から、1 回の負荷では SRS 規

定値をすべての周波数において達成することができず、「複数回の独立した入力衝撃波形」に

よって生成された SRS 規定値を満たす衝撃の入力（以下、「分割負荷」）により試験検証を行う

ことがある。 

衝撃試験の分割負荷の考え方は、図 K-1 のように、SRS 規定値以上の入力負荷を複数回の独

立した入力衝撃波形（加速度入力）の包絡によって負荷条件を達成するというものである。こ

の場合、機器の主要なモードが単一の場合（以下、「等価単一モード振動モデル」）は、衝撃入

力に対する機器内部の応答加速度は単一モードのみを持つ１自由度系振動モデルと等価と捉

えることができるため、分割負荷の入力 SRS は１回の瞬時負荷 SRS により内部応答を近似す

ることができる。しかし、主要なモードが複数存在する機器（以下、「複数モード振動モデル」）

の場合は機器内部の応答加速度は１自由度系振動モデルと等価と捉えることができず、分割負

荷の入力 SRS は１回の瞬時負荷 SRS と内部応答は近似できないため、負荷不足に注意が必要

である。 

本項では、分割負荷によって SRS 規定値を満たす場合の注意点について、2 つのモードを有

する簡単な 2 自由度系振動モデルでの計算例を用いて解説する。計算例では、供試体のインタ

ーフェース部に 2 回の異なる加速度が負荷される場合について、供試体損傷の観点から供試体

内部応答（2 自由度系振動モデルの各質点応答加速度）の時系列波形を評価する。 

 

 
図 K-1 衝撃入力の分割負荷の考え方 
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K-1 2 自由度系振動モデルによる数値計算例 
 図 K1-1 のような単純な 2 自由度系振動モデルを仮定し、(a)等価単一モード振動モデルと、

(b)複数モード振動モデルの 2 パターンのモデルを準備する。振動モデルへの外部入力として

は、ベース部に次の 3 つの入力加速度�̈�𝑌を与える。それぞれ、①CASE 1 低周波の減衰正弦波

②CASE 2 高周波の減衰正弦波③CASE 3 低周波と高周波を持つ減衰波（①②の周波数成分を

1 回で瞬時負荷する。以下、「同時負荷」）とする。また、①②の入力 SRS の包絡と③の入力

SRS は同程度であるとする。(a)と(b)の 2 パターンの振動モデルに対し、これら①②③の入力

をそれぞれ与えた際の振動モデルの各質点の応答加速度（𝑋𝑋𝑎𝑎1̈ 、𝑋𝑋𝑎𝑎2̈ ）を比較し、(b) 複数モー

ド振動モデルにおいて周波数ごとの分割負荷が③の入力ケース（①②の同時負荷）の際の応

答より小さく、負荷不足となることを示す。 

 

 

図 K1-1 2 自由度系振動モデルでの検証内容 
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(1) 入力加速度 

ベース部への入力加速度波形は下記 3 ケースとする。各入力の時系列波形とそれらの

SRS についてを図 K1-1 の下段に示す。 

① CASE1：低周波の減衰正弦波 

② CASE2：高周波の減衰正弦波 

③ CASE3：低周波と高周波を持つ減衰正弦波（①②周波数成分の同時負荷） 

 

(2) 数値計算例 

 数値計算上の振動モデルのモデルパラメータを表 K1-1 に示す。 

 

表 K1-1 振動モデルパラメータ 

振動モデルパラメータ (a) 等価単一モード 
振動モデル 

(b) 複数モード 
振動モデル 

質点 1 質量 [kg] m1 0.10 0.10 
質点 2 質量 [kg] m2 0.20 0.60 

質点 1 剛性 k1 8.00e+5 4.00e+5 
質点 2 剛性 k2 8.00e+5 3.20e+6 

1 次共振周波数 [Hz] 𝑓𝑓1 244 280 
2 次共振周波数 [Hz] 𝑓𝑓2 588 419 

Q 値 Q 10 10 
1 次モード有効質量比 [%] me1 97 61 
2 次モード有効質量比 [%] me2 3 39 

 

表中の(a) 「等価単一モード振動モデル」の有効質量比はそれぞれ 1 次モードが 97%、

2 次モードが 3%であり、この振動モデルの主要なモードは単一である（支配的である）と

見ることができる。一方、表中(b) 「複数モード振動モデル」の有効質量比は、それぞれ 1

次モードが 61%、2 次モードが 39%であるため、どちらか一方のモードが支配的と判断で

きない振動モデルである。 

 ベース部へは式 K1-1 の入力変位を与え、ルンゲクッタ法による数値計算（初期条件は

式 K1-2）により各質点の応答加速度を求める。また、初期条件の定数値を表 K1-2 に示す。

なお、入力の正弦波周波数 ω は表 K1-1 に示す(a)および(b)の各振動モデルの共振周波数と

する。例えば(a)の振動モデルの場合、低周波入力は ω=244Hz×2π とし、高周波入力の際は

ω=588Hz×2π とする。また、同時負荷の入力（CASE 3）は、式 K1-2 で生成した 2 つの波

形を足し合わせたものとする。各質点の最大応答加速度（絶対値で表す）のサマリを表 K1-

2 に示す。入力および応答の計算結果のグラフについては(3)項にまとめる。 

 𝑌𝑌(𝑎𝑎) = 𝐴𝐴𝑒𝑒−𝑠𝑠𝑡𝑡 sin𝜁𝜁𝑎𝑎 (K1-1) 

 �̇�𝑌(𝑎𝑎 = 0) = 0  (K1-2) 

*A,c は規定の負荷条件の範囲内とし、SRS ピークを合わせるように表 K1-2 の通り設定する 
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表 K1-2 解析初期条件 

振動モデル

パラメータ 

(a) 等価単一モード振動モデル (b) 複数モード振動モデル 
低周波 高周波 低周波 高周波 

A c A c A c A c 
CASE1 309.1 70 0 0 406.8 70 0 0 
CASE2 0 0 1675.0 140 0 0 1066.8 140 
CASE3 309.1 70 1438.4 140 406.8 70 820.6 140 

 

 

表 K1-2 3 ケースの入力に対する(a)(b)の振動モデル各質点の最大応答加速度 

計算結果サマリ（括弧内は、CASE3 の応答に対する割合を示す） 

2 自由度系振動モデル 入力�̈�𝑌 
パターン 

質点 1 
最大応答加速度

（m/s2） 

質点 2 
最大応答加速度

（m/s2） 

(a) 等価単一モード振動モデル 

CASE1 1.42e+04 
 [98% (-0.2dB)] 

1.00e+04 
[96% (-0.4dB)] 

CASE2 0.20e+04 
[14% (-17.2dB)] 

0.13e+04 
[13% (-17.9dB)] 

CASE3 1.46e+04 1.05E+04 

(b) 複数モード振動モデル 

CASE1 6.66e+04 
 [84% (-1.43dB)] 

1.71e+04 
[63% (-3.9dB)] 

CASE2 2.99e+04 
[38% (-8.4dB)] 

1.80e+04 
[67% (-3.5dB)] 

CASE3 7.86e+04 2.71e+04 
 

(b)「複数モード振動モデル」の質点 2 については、分割負荷 CASE1、CASE2 それぞれ

の場合の入力に対する最大応答加速度（この場合 CASE2 による応答が該当）は、同時負

荷の CASE 3 に対しては 67%（-3.5dB）しか出ておらず、1 回の瞬時負荷よりも負荷不足の

結果といえる。一方、(a)「等価単一モード振動モデル」については、質点 1、質点 2 とも

に CASE1 による応答が大きくなっている。分割負荷 CASE1、CASE2 の入力に対する最大

応答加速度は、CASE3 の応答加速度に対して質点 1 は 98%（-0.2dB）、質点 2 は 96%（-

0.4dB）と多少小さいが、入力と応答が線形関係と考えるとこれらは入力の試験公差範囲内

（+6dB/-3dB）である。 

負荷不足の割合は振動モデルの主要なモードの有効質量によるが、計算例に示したよう

に有効質量の割合が 100%に近づくほど、その割合は小さい。よって、試験を実施する前

に供試体の有効質量をもって分割負荷による負荷不足程度を見積もることができるが、負

荷不足にならないような分割負荷条件の検討が必要である。本項で示す注意点を実供試体

に適用することにより、衝撃波形の分割負荷が検討可能である。  
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(3) 計算結果グラフ 

 参考として計算結果のグラフを以下に添付する。 

 

A) 等価単一モード振動モデルの計算結果 

・ベース部の入力加速度 

 

 

図 K1-2 入力加速度 CASE 1     図 K1-3 入力加速度 CASE 2 

 

 

 

図 K1-4 入力加速度 CASE 3      図 K1-5 入力加速度の SRS* 

 

 

* 図 K1-5 に示すように、CASE3 の入力加速度は、振動モデルの共振周波数において CASE1

～CASE3 で SRS レベルが同等となるように設定している。そのため、共振周波数以外で

は CASE3 がCASE1 及びCASE2よりも大きな値となっている。今回のモデルに対しては、

振動モデルの共振周波数以外では励振されないため、評価上の影響はない。 
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   ・各質点の応答加速度 

 

 

 

図 K1-6 入力加速度 CASE 1 に対する各質点の応答（右図） 

 

 

図 K1-7 入力加速度 CASE 2 に対する各質点の応答（右図） 

 

 

図 K1-8 入力加速度 CASE 3 に対する各質点の応答（右図） 
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B) 複数モード振動モデルの計算結果 

 

   ・ベース部入力加速度 

 

 

図 K1-9 入力加速度 CASE 1     図 K1-10 入力加速度 CASE 2 

 

 

 

図 K1-11 入力加速度 CASE 3           図 K1-12 入力加速度の SRS* 

 

* 図 K1-12 に示すように、CASE3 の入力加速度は、振動モデルの共振周波数において CASE1

～CASE3 で SRS レベルが同等となるように設定している。そのため、共振周波数以外で

は CASE3 がCASE1 及びCASE2よりも大きな値となっている。今回のモデルに対しては、

振動モデルの共振周波数以外では励振されないため、評価上の影響はない。 
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   ・各質点の応答加速度 

 

 

 

図 K1-13 入力加速度 CASE 1 に対する各質点の応答（右図） 

 

 

図 K1-14 入力加速度 CASE 2 に対する各質点の応答（右図） 

 

 

図 K1-15 入力加速度 CASE 3 に対する各質点の応答（右図） 
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＜Appendix. L＞ ランダム振動環境の予測ピーク値見積もり方法 

ランダム波のピーク値見積もりとして２つの方法に関する理論ついて L-1 項および L-2 項に

まとめる。また、これら方法による見積もりの特徴比較を、解析での検証と実試験データを用

いた検証を行った結果を L-3 項にまとめる。なお、いずれの方法についてもランダム波のピー

ク分布がレーリー分布に従うことをベースとしている。実試験のランダム波の応答データのピ

ーク分布がレーリー分布に従うかについて、イレギュラリティ（正規分布からの外れ具合）と

いう観点から L-4 項にて考察する。 
 
 

L-1 ピーク値の出現回数の期待値から求める方法 
狭帯域ランダム過程のピーク分布はレーリー分布になることが知られている。理論の詳細は

参考文献[L-1]~ [L-4]にまとめられているのでそちらを参照されたい。ここでは、この理論を利

用してランダム波のピーク期待値を求める立式について示す。 
式（L-1）にレーリー分布の確率密度関数を示す。𝜎𝜎𝑚𝑚はランダム波 X(t)の標準偏差を、z は X(t)

が取り得るピーク値を示す。 

 𝑃𝑃(𝑧𝑧) =
𝑧𝑧
𝜎𝜎𝑚𝑚2

exp �−
𝑧𝑧2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
� （L-1） 

ここで、z が標準偏差の実数 λ 倍である確率𝑃𝑃(𝜆𝜆𝜎𝜎𝑚𝑚 < 𝑧𝑧 < ∞)は式(1)を積分して、 

 𝑃𝑃(𝜆𝜆𝜎𝜎𝑚𝑚 < 𝑧𝑧 < ∞) = �
𝑧𝑧
𝜎𝜎𝑚𝑚2

exp �−
𝑧𝑧2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
� 𝑑𝑑𝑧𝑧

∞

𝜆𝜆𝜎𝜎𝑥𝑥
  

              = �−exp �− 1
2
� 𝑧𝑧
𝜎𝜎𝑥𝑥
�
2
��
𝜆𝜆𝜎𝜎𝑥𝑥

∞

  

     = exp �− 𝜆𝜆2

2
� （L-2） 

となる。式（L-2）を用いて、評価周波数を fn、加振時間を T とした場合のピーク数（fn×T と

なる）におけるピーク出現回数が 1 回である（つまり、その値がピーク値である）ということ

は、式（L-3）で表される。 

 exp�−
𝜆𝜆2

2
�𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇 = 1 （L-3） 

λ について解けば式（L-4）が求まる。 

 𝜆𝜆 = �2ln (𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇) （L-4） 

これより、ピーク予測値を𝛽𝛽 = 𝜆𝜆𝜎𝜎𝑚𝑚と表せば式（L-5）が求まる。なお式（L-5）は MIL-STD-1540E 
10.2.6 項にも紹介されている。この方法は、ピーク値そのものでなくピーク出現回数に着目し

てピーク値を求めているため、式（L-5）で算出したピーク値そのものについてはばらつきがあ
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る点注意が必要である。なお、L-3 項の解析結果では、ピーク値としてはおよそ平均値となる

ことが示されている。 

 𝛽𝛽 = 𝜎𝜎𝑚𝑚�2ln (𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇) （L-5） 

 
 

L-2 Up-crossing risk spectrum(URS)を用いた導出 
本手法は「ピーク値とそれを超える値が出現する確率」に着目する方法である。ピーク値超

過確率については、許容リスク α という定数を定義する。α=0.01（1%）として算出した値の意

味するところは、「1%の確率でその値を超えるピーク値である」ということである。 
狭帯域ランダム波のあるピーク値𝑧𝑧が任意の閾値 γ よりも小さくなる確率はレーリー分布を

用いて式（L-6）で表される。 

 𝑃𝑃(𝑧𝑧 < 𝛾𝛾) = �
𝑥𝑥
𝜎𝜎𝑚𝑚2

exp �−
𝑥𝑥2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
�𝑑𝑑𝑥𝑥

𝛾𝛾

0
  

              = �−exp �− 𝑚𝑚2

2𝜎𝜎𝑥𝑥2
��
0

𝛾𝛾
  

     = 1 − exp �− 𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑥𝑥2
� （L-6） 

評価周波数を fn、加振時間を T とした場合のピーク数（fn×T となる）において、zがある任意

の閾値γよりも小さい確率𝑃𝑃𝐶𝐶(𝑧𝑧 < 𝛾𝛾)は、 

 𝑃𝑃𝐶𝐶(𝑧𝑧 < 𝛾𝛾) = �1− exp�−
𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
��

𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇

  （L-7） 

となる。式（L-7）に、zが閾値γを超えてしまう（𝑧𝑧 > 𝛾𝛾となる）場合の確率 α を導入して式（L-
8）のように表す。これをγについて解くと、式（L-9）を得る。 

 𝑃𝑃𝐶𝐶(𝑧𝑧 < 𝛾𝛾) = �1 − exp�−
𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
��

𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇

= 1 −α （L-8） 

 1 − exp�−
𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
� = �1−α�

1
𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇�

  

 exp�−
𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
� = 1 − �1−α�

1
𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇�

  

 𝛾𝛾 = 𝜎𝜎𝑚𝑚�2𝑙𝑙𝑙𝑙
1

1 − �1−α�
1
𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇�

 （L-9） 

前述のとおり、α=0.01 の場合は、ある評価周波数 fn における閾値γを超える確率は 1%という

ことである。ただし、fn=1000Hz における T=60s の場合の閾値γを超える回数の期待値は、

1000×60×0.01=600 回であり、この場合 α=0.01 でも閾値𝛾𝛾を超える確率が十分高い。 
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L-3 手法の検証と比較 
（１）理論解の算出結果比較 
 前節までで示してきた２つの見積もり手法の有効性を検証する。算出条件のパラメータを理

論式に代入して比較する。算出結果サマリを表 L-1 に、結果グラフを図 L-1 に示す。比較対象

として 3σ値を載せている。 
 図 L-1 の通り、URS による算出結果（L/N3・L/N4・L/N5）を比較すると、L/N 2 と L/N 4 は

ほぼ同じ値を示している。L/N5 についてはこれらの中で一番下限の値を示している。また、い

ずれの手法も L/N1 よりも大きい結果であるが、これは前述したランダムピーク分布がガウス

分布ではなくレーリー分布に従うことによるものである。 
  

＜算出条件＞ 
ランダム波実効値（標準偏差）𝜎𝜎：Miles の式にて算出 

応答倍率 Q： 10 
評価周波数 fn[Hz]：100,200,500,1000,2000Hz 
ランダム加振時間 T[sec]：60sec 
許容リスク α：0.01,0.50,0.95 

加振スペック PSD：0.2[G2/Hz] , 20-2000Hz 一律 
 

表 L-1 fn に対する各算出式におけるピーク値応答 

L/N ピーク値算出式 式 
fn [Hz] におけるピーク値 [G] 

100 
Hz 

200 
Hz 

500 
Hz 

1000
Hz 

2000 
Hz 

1 3𝜎𝜎 - 53 75 119 168 238 

2 𝜎𝜎�2𝑙𝑙𝑙𝑙(𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇) (L-5) 74 109 180 263 383 

3 

𝜎𝜎�2𝑙𝑙𝑙𝑙 �
1

1 − (1 − 𝛼𝛼)1/𝑓𝑓𝑛𝑛𝑇𝑇
� 

α=0.01 

(L-9) 

91 133 216 313 453 

4 α=0.5 75 111 183 267 389 

5 α=0.95 69 102 170 249 365 
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図 L-1 結果グラフ 
（一点鎖線：L/N 1、○鎖線：L/N 2、△実線：L/N 3、◆実線：L/N 4、□実線：L/N 5） 

 

 
（２）解析による検証 
 疑似ランダム時系列波形から直接ピーク値を求めて理論解と比較し、理論式の妥当性を確認

する。 
 
解析方法 
① 分散 1G（サンプリング周波数 10kHz）60 秒のホワイトノイズ時系列を Matlab2012a

の normrnd 関数を使って作成する。 
② 生成した時系列ランダム波を SRS 解析し、各周波数に対して 60 秒間におけるピーク

を求める。 
③ n 回試行し、SRS 平均値を求める。 
④ SRS 平均値と L/N2～L/N5 により求めた最大値と各周波数で比較する。 

 
解析条件 
 ・時系列長 T=60s 
 ・理論式に適用する PSD：f=10～2000Hz 、10-3[G2/Hz]（分散１G の白色ノイズを仮定) 

 ・評価周波数：1/6 オクターブバンド 
 ・RRS、SRS の Q 値=10 （理論解と解析用ランダム波ともに同じ値であれば良い） 
 ・ランダム試行回数 n=500 
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解析結果 
 結果を図 L-2 に示す。L/N2 と L/N 4 は差が無く、SRS 平均値ともよく一致している。解

析見積もりとしては問題ない精度であると言える。L/N5（URS α=0.95）の見積もりは、500

回試行の下限付近（ほとんどがこのライン以上）である傾向が示されている。 
 

 
図 L-2 解析結果 

 
 

（３）ランダム振動試験での機器応答時系列データを用いた検証 
 実試験ランダム振動データから直接ピークを取り出し、理論解による見積もり値との差につ

いて検証した結果を示す。結論としては、加振機の特性（入力クリッピング）や試験コンフィ

グレーションによる非線形要素等の影響も見られず、理論解と相違がない結果が得られた。   
 解析にはコンポーネントランダム振動試験データを用い、時系列応答データから直接ピーク

値を求め理論解との差異を比較する。 
 
検証方法 
 ランダム振動試験結果の内部応答時系列を 1/6 オクターブの周波数において SRS フィル

タに通し、フィルタリング後のピーク値と実効値の比を算出する。これと、（２）で作成した

疑似ランダム波時系列を同じ SRS 処理をしてピーク値と実効値の比を算出したものとを比

較する。（解析と実試験データのピーク値を正規化するためピーク値と実効値の比で比較） 
 
実試験データ諸元 

・ 誘導制御計算機コンポ（箱型、重量約 5Kg）の内部基板上加速度応答 
・ 加振時間 60 秒 
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・細実線：SRS（試行 500 回分） 
・太実線：SRS 平均値 
・○：L/N 2 による見積もり 
・△：L/N 3 による見積もり 
・◆：L/N 4 による見積もり 
・□：L/N 5 による見積もり 
・黒点線：SRS 平均値から±2dB のライン 
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検証結果 
 左図 L-3 が解析結果、右図 L-4 が実試験データの結果である。解析結果と実試験結果では

同じ傾向がみられ、理論との大きなずれはないことが分かる。URS α=0.95 よりもさらに一

部アンダーな箇所もあるがアンダー量は微小（-1dB 以内）である。 
 
（実線：算出結果、○：L/N 2、△：L/N 3、◆：L/N 4、□：L/N 5、破線：L/N 2 から±2dB のライン） 

 
   図 L-3 解析結果          図 L-4 実試験データ結果 

 
 

L-4 レーリー分布とイレギュラリティについての考察 
 単位時間あたりのピークの数を N、このうちピーク値がγ以下であるものの数を𝑁𝑁𝛾𝛾と置く。

スレッショルドγの確率密度関数は式（L-10）で表される[L-7]。 

 𝑃𝑃(𝛾𝛾) =
1
√2

�𝜀𝜀 ∙ 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒�
−𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2𝜀𝜀2
�+ 𝐸𝐸𝑟𝑟

𝛾𝛾
𝜎𝜎𝑚𝑚
𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒

−𝛾𝛾2

2𝜎𝜎𝑚𝑚2
� 𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒

−𝑥𝑥2

2
𝑑𝑑𝑥𝑥

𝛾𝛾𝐼𝐼𝑟𝑟/𝜎𝜎𝑥𝑥𝜀𝜀

−∞
�  （L-10） 

一般的にこの分布はライス分布とよばれ、εをスペクトル幅パラメータ、𝐸𝐸𝑟𝑟はイレギュラリテ

ィと呼び、𝐸𝐸𝑟𝑟は zero-crossing 数𝜈𝜈0+とピーク数𝑁𝑁𝐴𝐴の比で表される。 

 𝐸𝐸𝑟𝑟 =
𝜈𝜈0+

𝑁𝑁𝐴𝐴
 （L-11） 

𝐸𝐸𝑟𝑟 ≈ 1の時、𝑃𝑃(𝛾𝛾)はレーリー分布（狭帯域ランダム）に近づき、𝐸𝐸𝑟𝑟 ≈ 0の時はガウス分布に近づ

く。広帯域ランダムは0 < 𝐸𝐸𝑟𝑟 < 1の時である。 
M.S.Longuet-Higgins [L-7]（参考文献(7)）によると、0 < 𝐸𝐸𝑟𝑟 < 1のランダムピーク値𝑈𝑈𝑤𝑤はピー

ク分布のモーメントを用いた近似から式（L-12）のように表せる。 

 𝑈𝑈𝑤𝑤 ≈ 𝜎𝜎𝑚𝑚 �2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑓𝑓𝑙𝑙𝑇𝑇 − 2𝑙𝑙𝑙𝑙�√2𝜋𝜋��
1
2 （L-12） 
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   図 L-5 ライス分布（参考文献(8)）   図 L-6  L-2 項(3)で用いた実試験データの 
                          500Hz 成分のピーク分布（𝐸𝐸𝑟𝑟 =

0.88） 
 

式（L-12）括弧内の第 2 項を 0 とすると、式（L-5）となる。fn=100Hz、T=60s とすると、式

（L-12）と式（L-5）の誤差はたかだか 0.484dB（式（L-13））であり、レーリー分布を仮定し

て導出(式(L-5)に等しい)して差支えない。 

 20 log10
(2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑓𝑓𝑙𝑙𝑇𝑇)

1
2

�2𝑙𝑙𝑙𝑙𝑓𝑓𝑙𝑙𝑇𝑇 − 2𝑙𝑙𝑙𝑙�√2𝜋𝜋��
1
2

= 0.48 [𝑑𝑑𝐵𝐵] （L-13） 

なお、L-2 項(3)で用いた実際のランダム試験データにおいて、500Hz の成分のピーク分布を取

り出してみると、図 L-6 となる。イレギュラリティは式（L-11）を用いて算出すると𝐸𝐸𝑟𝑟 = 0.88

である。なお、この時の実際のピーク値は理論解との差は、L-2 項(3)で示したとおりである。 
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＜Appendix. M＞ V バンド衝撃に対する距離減衰の経験則モデルに

関する解説 

V バンド（マルマンクランプバンドとも呼ぶ）の保持解放による衝撃を対象にした衝撃源か

らの距離に応じた減衰率の経験則モデル（以下、「経験則モデル」）を構築する方法が文献[M-1]
に示されている。ここでは、経験則モデルの導出と適用性について解説する。なお経験則モデ

ルにかかる詳細は参考文献[M-1]を参照のこと。 
 

M-1 経験則モデル導出の補足 
本経験則モデルは ECSS（文献[M-2]）に示されている V バンド衝撃を対象とした距離減衰

の経験式をベースにし、過去の JAXA 衛星の試験データから求めた補正項を加えて改良したも

のである。式 M-1 に示す𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎が減衰の経験則モデルであり，𝜉𝜉が ECSS の距離減衰式、𝛼𝛼は JAXA
衛星の試験データから求める補正項である。ここで𝑓𝑓は周波数[Hz]、𝑑𝑑は衝撃源からの距離[m]で
ある。衛星内の距離減衰は衛星の構造様式によって異なることから、文献[M-1]において𝛼𝛼は衛

星の構造様式毎（シアパネル方式 or シリンダ方式）に求めている。式 M-1 の上付き文字𝑖𝑖にお

いて、𝑠𝑠はシアパネル、𝑐𝑐はシリンダを示している。 
 

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑓𝑓,𝑑𝑑) = 𝜉𝜉(𝑓𝑓,𝑑𝑑) ∙ 𝛼𝛼𝑖𝑖(𝑓𝑓)  (𝑖𝑖 = 𝑠𝑠, 𝑐𝑐) (M-1) 

 

𝜉𝜉(𝑓𝑓,𝑑𝑑) = exp [�−8 × 10−4𝑓𝑓2.515𝑓𝑓−0.115�(0.0144𝑑𝑑3 − 0.2𝑑𝑑2 + 0.93𝑑𝑑 + 0.024)] (M-2) 

式 M-1 における補正項𝛼𝛼は式 M-3 で求められる。式 M-3 の∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎は、過去の衛星分離衝撃試

験で実測された距離𝑑𝑑の位置の SRS を衝撃源の SRS で割って求めた距離𝑑𝑑における減衰率と、

式 M-2 で求まる ECSS の距離減衰式の値との差のそれぞれ平均[dB]と標準偏差[dB]である。式

M-3 では平均に標準偏差を加えることでデータのばらつきを考慮した上限値を求めている。 
表 M-1 は JAXA 開発衛星（シアパネル方式 2 機、シリンダ方式 2 機、いずれも 2~3t 級の地球

観測衛星）の衛星分離衝撃試験データから、構造様式毎に求めた∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎である（文献[M-1]）。
表 M-1 の∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎の算出にあたり、SRS は 1/6 オクターブバンドで処理されたものを 1/1 オク

ターブバンドに平滑化している。また、距離が𝑑𝑑 >2 m の計測点の SRS は 100Gsrs 未満であ

り有意なレベルではないことから、𝜎𝜎が過剰に大きくなることを抑制する意図で𝑑𝑑 ≤2 m のデー

タが採用されている。 
 

𝛼𝛼𝑖𝑖(𝑓𝑓) = 10(∆𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡𝚤𝚤��������+𝜎𝜎𝑖𝑖)/20  (𝑖𝑖 = 𝑠𝑠, 𝑐𝑐) (M-3) 

なおシアパネル方式とシリンダ方式以外の構造様式の衛星に対して本経験則モデルを新たに

導出することも可能で、その場合該当する構造様式の衛星における過去の試験データから新た
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に∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎を求め、式 M-3 に適用すればよい。なお表 M-1 の∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎は 125 Hz～2 kHz の 1/1
オクターブバンド中心周波数における値であるが、これは 100 Hz～約 3 kHz の 1/6 オクター

ブバンド中心周波数刻みの試験データを 1/1 オクターブバンドで平滑化したためであり、さら

に高周波まで処理された試験データの SRS がある場合には、2 kHz 以上の中心周波数におけ

る∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎を求めることもできる。図 M-1 は、表 M-1 の∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎から式 M-1～式 M-3 により求

まる衝撃発生源からの距離による減衰量の経験則モデル𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑓𝑓,𝑑𝑑)の計算結果である。距離𝑑𝑑に

ついて 0.4 m～2.0 m まで 0.4 m 刻みで計算した結果を重ねている。なお図 M-1(b)には距離減

衰量が 1 を超えるものもあるが、これは式 M-3 において先述のとおり試験データの平均値∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������

に標準偏差𝜎𝜎を加えデータのばらつきを含めた減衰量の上限を求めているためである。 
 

表 M-1 過去の JAXA 開発衛星の試験データから求めた補正項𝛼𝛼における∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������と𝜎𝜎 

Frequency 
[Hz] 

Shear panel type satellites Cylinder type satellites 
Difference average 

∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������𝐷𝐷 [dB] 
Standard deviation 

𝜎𝜎𝐷𝐷 [dB] 
Difference average 

∆𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎������𝐴𝐴 [dB] 
Standard deviation 

𝜎𝜎𝐴𝐴 [dB] 
125 -8.4 5.4 -2.0 4.7 
250 -7.4 6.1 -0.7 5.4 
500 -11.4 5.5 -2.4 6.6 
1000 -13.4 5.6 -3.8 6.6 
2000 -6.0 5.2 -4.0 7.5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 図 M-1 衝撃発生源からの距離による減衰量の経験則モデル𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑓𝑓,𝑑𝑑) 

 （(a)シアパネル方式、(b)シリンダ方式） 
 
なお、バンドの解放方法は火工品によって締結ボルトを切断する方法の他、バンド張力の解放

速度を遅くする機構を具備することで発生する衝撃加速度を低減する方法がある。衝撃の発生

メカニズムはいずれも V バンドに締結される部位の歪エネルギーの解放によるもので、発生し

た衝撃の伝播・減衰事象はこれら解放方法には依らないことから、本経験則モデルはいずれの

バンド解放方法においても適用可能である。 

(a) (b) 
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M-2 経験則モデルの適用性 
経験則モデルの適用性を確認するため、経験則モデルの導出に使用していない衛星の試験デ

ータを用いて、経験則モデルの見積もりと試験データを比較した。なお衛星の構造様式はシリ

ンダ方式であり、距離は d=0.6[m]とした。d=0.6m の衝撃環境（= 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡）は式 M-4 により求

め、衝撃源の SRS（＝𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓）は衝撃源で実測した SRS を 1/1 オクターブバンドで処理した

ものを適用した。 

 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡(𝑓𝑓) = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑓𝑓(𝑓𝑓) ∙ 𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎(𝑓𝑓,𝑑𝑑 = 0.6) (M-4) 

図 M-2 には試験データ（紫線）と経験則モデルによる見積もり（赤線）に加え、ECSS の距離

減衰モデル[M-2]による見積もり結果（黒線）も重ねた。ECSS のモデルによる結果は、一部の

試験データは包絡できていないが、経験則モデルは試験データを適切に包絡している。 
 

 
図 M-2 経験則モデルの導出に用いていない試験データへの適用結果 
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